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建学の精神 
 

本学園は建学の精神として「独創一理」を掲げ、「独創的な学究精神を堅持して真
理を探究し、おおらかな誇りを持ち、感激性に富む、個性豊かな人格を形成する」
ことを目指している。 

この建学の精神では、本学のあり方として、独自の優れた発見や開発から生まれ
た真理の探求、チームワークの不可欠な医療関連専門職間の仲間意識の高揚と連帯、
私学の果たしてきた反骨精神などを継承することが鼓舞されるとともに、大学人や
学生のあり方として、時流を拓いた偉大な人物や科学者に学ぶこと、および献身的
かつ感動に奮起する人間像の形成が重視されている。 

そして、藤田医科大学医学部、医療科学部、保健衛生学部においては専門的知識・
技術とともに、チーム医療教育に向けたアセンブリ教育をはじめ、態度や考え方、
コミュニケーション能力の修得に力点をおいた教育をおこなうことにより、患者中
心のチーム医療の担い手として社会に貢献できる、人間性や探求心の豊かな「良き
医療人」の育成に向けた取り組みが行われている。 

また大学病院では、開院当初より、「我ら、弱き人々への無限の同情心もて、片時
も自己に驕ることなく医を行わん」との病院理念を掲げ、病める方々への限りない
共感と決して慢心することのない心のこもった医療を目指して、先進的な医療の実
施に邁進している。このような医療の基本精神は、ばんたね病院、七栗記念病院、
岡崎医療センターにおいても共有されている。 

さらには、研究から社会実装へ向け、最先端医療提供への橋渡しとなる臨床研究
や開発研究を全学横断的に支援する研究推進本部を設置するとともに、社会人を含
む高度専門的医療人育成をも兼ねた大学院医学研究科、保健学研究科を設けて、研
究と人材の育成を推進している。 

以上のように、本学園は創設以来、「独創一理」の建学の精神と病院理念などに基
づき、医学・医療の広範な領域にわたる専門職と研究者の育成および病める方々に
対する高度かつ全人的な医療の実現に向けた取り組みに力を注ぎ、学園に対する社
会的な期待に応えてきた。 
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2022 年度 総括 
本学のこの３年間にわたる COVID-19 に対する積極的な様々な活動には枚挙に暇がありません。

2020 年 2 月、開院前の岡崎医療センターにおけるクルーズ船ダイヤモンド・プリンセス号乗客乗
員の受け入れや、先駆的な抗ウイルス薬ファビピラビル（アビガン）の臨床研究、県内最多の感染
患者の積極的な受け入れ、更には全国の大学として最大規模となる PCR 検査の実施、祝休日を含
め一日 1,000 名を超える新型コロナワクチン接種など、これらは全て「社会貢献」と言えるもので
す。 
 2015 年に作成した「10 年ビジョン 2025」は、教職員の尽力により多くのものが 5 年程度で達
成されました。そこで本学の更なる発展のために、2022 年 4 月に「社会貢献」という新しい柱を
加えた「Fujita VISION 2030」を発表しました。新たな VISION では教職員から学生まで一貫して
"All Fujita"として社会貢献に取り組む姿勢を打ち出しています。 

愛知県は、30 年以内に 70％の確率で起こるといわれる巨大南海トラフ地震の中心的エリアです。
第 1 教育病院は、基幹災害拠点病院として県内 32 の災害拠点病院の中でも指導的施設に指定され
ており、救命救急部門で多くの医師が活躍しています。この特色を活かして、他県の大学や企業と
も連携し、県内のみならず広域でも活動できる頑強な災害医療モデルの構築に着手しました。この
事業は、日本そして世界の災害時医療モデルとなることを目指しています。 

大学では、2022 年５月 31 日から 3 日間に亘り、本学がホスト校を務める「THE Asia Universities 
Summit 2022」をオンサイトで開催しました。24 カ国 362 名の大学学⻑や日本を代表する企業の
トップらが参加し、3 名のノーベル賞受賞者を含む著名な講演者や教育者が熱心な議論を重ね、大
変有意義なディスカッションが行われました。また、医学部は、創立 50 周年を迎え、2 月 19 日
に記念式典を開催しました。記念講演会には菅義偉前総理大臣を招聘し、ご講演いただきました。 

一方、研究では、橋渡し研究支援機関認定、地域中核・特色ある研究大学の連携による産学官連
携・共同研究の施設整備事業、JST 共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）・本格型の採択に
向けた体制整備をおこないました。 

また、第１教育病院では 4 月にフジタモールが開棟し、同施設にデイサージャリーセンターを
開設しました。さらに、スマートホスピタル化や医療 DX の本格的な取り組みを始めました。岡崎
医療センターでは、開院３周年報告会・記念講演会を開催しました。記念講演会には加藤勝信厚生
労働大臣を招聘しご講演いただきました。 

教職員に対する取り組みとして、働き方・人事制度改革を行い、週休 2 日制の導入や政府の要
請を超える給与アップなどを実施しました。 

2023 年度は、８月にばんたね病院新 A 棟の竣工、10 月に羽田空港内に「藤田医科大学東京 先
端医療研究センター」の開業を予定しており、災害時医療体制整備も本格化します。さらなる成⻑
のため”Aim High ＆ Move Forward”をスローガンに、All Fujita で取り組んでまいります。 
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事業の概要 
 教 育 
 1  全学教学マネジメント 

世界的な権威を持つ世界大学ランキングを運営する Times Higher Education(THE)の「THE 
Asia Universities Summit 2022」を、昨年度から連続して今年度も 2022 年 5 月 31 日から 6 月
2 日の期間にホスト大学として豊明キャンパスにて開催した。サミットにはアジアの主要大学
の学⻑をはじめ、3 名のノーベル賞受賞者や日本を代表する企業のトップリーダーら世界 24 カ
国から 362 名の方が一堂に会し、盛況の内に終えた。ご臨席を賜った寬仁親王妃信子殿下から
は「皆様が手をたずさえ、ともにアジアの、そして世界の未来を切り開かれることを願います」
とのお言葉をいただいた。その他、国際的な取り組みとして 11 月には精神・神経病態解明セ
ンターの国際シンポジウムを開催、またルワンダ政府、スペインおよび台湾の 3 大学と MOU
を締結するなど教育、研究の先進性を世界にアピールした。 

内部質保証としては、自己点検・評価委員会のメンバーを一新し、全学教学運営委員会や IR
推進センターとの役割が明確化した。また、外部評価委員会を設置し客観的評価を受けること
により、適切な PDCA サイクルを運用する体制が強化された。 

研究面では、橋渡し研究統括本部を設置し、文部科学省の橋渡し研究支援機関認定を申請す
る体制を整えた。また、COI-NEXT 本格型への申請、地域中核・特色ある研究大学の振興への
申請など研究大学として飛躍する基盤を強化した。 

文部科学省の私立大学等改革総合支援事業ではタイプ 1(特色ある教育の展開)、タイプ 2(特
色ある高度な研究の展開)、タイプ 3(地域社会への貢献)、タイプ 4(社会実装の推進)の全てで
採択となり、全私立大学中 8 大学の一つとして文部科学省の方針に沿った教育・研究等を実施
している大学として評価された。 

学生のアメニティ向上のため、大学 5 号館 1 階にラーニングコモンズを設置した。 
 

① 国際交流推進センター 
1)THE Asia Universities Summit を日本初の現地開催 
・ 5 月 31 日〜6 月 2 日の 3 日間、アジアの主要大学の学⻑、ユネスコの事務⻑、ノー

ベル賞受賞者、日本を代表する企業のトップら世界 24 カ国から 362 名が本学キャン
パスに結集した。 

2)新規 MOU 校締結 
・ 2022 年 11 月 22 日スペイン Camilo José Cela University と MOU 締結した。 
・ 2023 年 3 月 22 日台湾中国医薬大学と MOU 締結した。 
・ 2023 年 3 月 23 日台湾高雄医学大学と MOU 締結した。 
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学生交換プログラムの拡充や共同研究などを通して、両大学の学生や教員がより深い学術
交流をおこなうことで、世界的な視野を持った人材の育成をめざす。 
3)留学プログラムについて 
・ 医学部は、海外 MOU 校の台湾国立大学、ミラノ・ビコッカ大学、コンケン大学、韓

国ガチョン大学、ザンビア大学の 5 つの大学へ計 14 名を派遣した。 
・ 医療科学部・保健衛生学部は、オンラインシーズンスクールを中心に開催した。 

【放射線学科】 
8 月 18、19、22、23、24 日の 5 日間で計 23 名の学生が参加 
(上海健康学院 9 名、コンケン大学 5 名、チュラロンコン大学 4 名、本学 5 名) 

【看護学科】 
8 月 29、30 日の 2 日間で計 25 名の学生が参加 
(コンケン大学 14 名、本学 11 名) 

【リハビリテーション学科】 
5 月 17、18、19 日の 3 日間で計 16 名の学生が参加 
(コンケン大学 8 名、本学 8 名) 

4)中国国家留学基金管理委員会(CSC)との締結 
・ 2023 年 2 月 8 日に中国国家留学基金管理委員会(CSC)と協定を締結した。 

 
年間最大 5 名の中国人留学生の本学博士課程での学位取得を対象として奨学金を与え、本
学での学習を援助する。 
5)国費留学生の受入れ決定 
・ 1 月大使館推薦留学 1 名、2 月大学推薦留学生 1 名の計 2 名の受入れを決定した。入

学時期は 2023 年 10 月を予定。 
 

② 地域連携教育推進センター 
1)自治体や企業と連携した取り組み 
・ 8 月 8 日に、包括協定を締結している東郷町と情報交換会を開催した。2022 年度は、

防災体制の構築、マイナンバーカードの出張申請、文化産業まつりへの出展、マスキ
ングテープの共同研究開発、各種委員会への委員派遣等について、連携を進めた。 

・ 8 月 10 日に、包括協定を締結している豊明市と定例会を開催した。2022 年度は、防
災体制の構築、マイナンバーカードの出張申請、愛知県市⻑会議の開催、多胎児サ 
ポートの意見交換、ボランティアの募集等について、連携を進めた。 

・ 8 月 27・28 日に、中京テレビの 24 時間テレビ「愛は地球を救う」の豊明市共生交
流プラザ「カラット」会場でブースを出展した。本学と包括協定を締結しているスギ
薬局との連携により、健康チェックとパネル展示をおこなった。子どもから高齢の方
まで 2 日間で 288 名が来場した。パネル展示では、スマートヘルスケアタウン構想
や SDGs の取り組みに加え、豊明東郷医療介護サポートセンターかけはしが、医療
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的ケア児や重症心身障がい児とその家族を対象とする「かけはしキッズ」の活動を紹
介した。 

・ 2021 年度から名古屋市みどりが丘公園で一般市⺠向けの健康教室を開催しているが、
新たに荒子川公園でも健康教室を始めた。3 月 4 日に、ポールウォーキング講座を実
施し、18 名が参加した。また、公園に来場した希望者に血圧、SpO2 測定を行い、健
康に関する相談に応じた。 

2)地域の大学や教育機関と連携した取り組み 
・ 7 月 28 日〜30 日、8 月 18 日〜20 日に、南山高校女子部のインターンシップ「キャ

リア・トライアル」の 1 年生の生徒を受け入れた。3 日間のプログラムで、産婦人科
病棟や ER の見学、手術支援ロボット「hinotori」の操作体験、先輩ドクターへのイ
ンタビューをおこなった。 

・ 8 月 12 日に、小・中学生を対象とした「オンラインメディカルキッズプログラム」
を開催し、日本各地から 141 名が参加した。今回は、「藤田医科大学×SDGs」と題
し、「自分のお家をロボティックスマートホーム化しよう!」をテーマに、参加者が考
えたアイデアを投稿するなど、実践的なプログラムをおこなった。 

・ 名古屋市教育委員会共催のキャンパス講座や緑生涯学習センター提携講座をオンラ
インで配信した。 

・ 12 月 24 日に、愛知教育大学と「医教連携フォーラム 2022」を共催し、「医教連携に
よって開発した食物アレルギー等緊急時対応プログラムの実践-そなえる&ふせぐ安
心な学校づくり-」をテーマに講演した。 

3)新規に締結した協定 
・ 6 月 9 日、藤田学園と実験動物中央研究所との包括的な連携・協力の推進に関する協

定を締結した。 
・ 8 月 9 日、愛知学院大学、岐阜薬科大学、摂南大学、名城大学との先端医療開発コン

ソーシアムに関する協定を締結した。 
・ 9 月 28 日、中部日本放送株式会社と藤田医科大学との連携と協力に関する協定を締

結した。 
・ 1 月 27 日、豊明市、中部電力ミライズ株式会社との災害時医療継続にむけた協定を

締結した。 
・ 2 月 16 日、CCNet 株式会社とのケーブルテレビ局を活用した地域連携に関する基本

協定を締結した。 
・ 3 月 1 日、修文大学との連携・協力に関する基本協定を締結した。 

 
③ アセンブリ教育センター 

・ アセンブリ教育で身につける力を、「【多職種連携の基盤造り】多職種連携の目的や意
義を理解できる」として(1)基本姿勢：他者を尊重(リスペクト)できる、(2)コミュニ
ケーション(アセンブリⅠ〜)、(3)チームワーク(アセンブリⅡ〜)、(4)患者中心の考
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え方(アセンブリⅢ〜)、(5)職種の理解(アセンブリⅢ〜)および、「【多職種連携(協働)
の実践】保健・医療・福祉の現場において、多職種連携(協働)を実践することができ
る」として(6)多職種連携(協働)の実践(アセンブリⅣ)と定めた。 

・ アセンブリⅠには全学部の 1 年生約 600 名が参加し、ファシリテーター(教員)の指
導のもと、7 名のグループに分かれて「コミュニケーション」を身につけるための 
ワークをオンラインでおこなった。 

・ アセンブリⅡはチームとして明確な目標を定め、チームのために行動をするなかで、
「コミュニケーション」を大切にして、「チームワーク」を身につける。2022 年度は
「避難所における貢献-災害時における社会貢献として-」をコンテンツとしてチーム
活動を前期はオンライン、後期は対面でおこなった。 

・ アセンブリⅢは、多学科混成チームによる「患者中心の考え方」を身につけるために、
Team-based Learning (TBL)という教育技法を採用した。2022 年度は本学と他大学
を含めて、医療・福祉に関する 4 大学 7 学部 9 学科の約 1,000 名の学生で「オンラ
イン TBL」を 3 日間実施し、事後に学科別で振り返りを含む活動をおこなった。 

・ アセンブリⅣは、保健・医療・福祉の現場における「多職種連携(協働)」における職
種間の連携を学んだ。まだトライアルの段階であるが、2022 年度は、多学科混成 
チームをつくり、大学病院 NST チームと認知症サポートチームについて学び、自分
たちでシナリオを作成して、PBL を実施して多職種連携を模擬的に実践した。 

 
 
 2  医学部 

(1) 学生の質の向上 
① 医師として基本的な、名札着用と挨拶の習慣を身に付けるため、挨拶運動を全学合同

で 3 回に分けて計 25 日間行い、プロフェッショナリズムの定着を図った。 
② 国内で初めて THE(Times Higher Education)アジア大学サミットを開催し、ノーベル

賞受賞者講演等、世界トップレベルの研究に触れる機会を創出することで、学生にグ
ローバルな視野に立って科学に興味を持つ場を提供した。 

③ 2022 年 9 月に行われた関⻄医学系大学研究医養成コンソーシアムにおいて、4 年生 3
名が、2020 年の加入以来、初めてのポスター発表をおこなった。該当学生には交通費、
宿泊費、ポスター印刷費の補助をおこなった。また、国内の学術大会レベルの学会発
表をおこなった他の学生 4 名にも、学会入会費、交通費等の補助をおこなった。 

 
(2) 教職員の質の向上 

① 8 月と 9 月に計 3 回の教育活動の振り返りと教育改善を目的としたティーチングポー
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トフォリオ・チャート作成ワークショップを開催した。ワークショップでは、教員 2
人 1 組となり相手に説明するという言語化を通じて暗黙知を形式知にする作業を行い、
教養系、基礎医学、社会医学の全教員がいずれか 1 日に参加した。 

② 6 月に医学教育ワークショップ「学生指導における問題点とその解決に向けて」を開
催した。教養系、基礎系、社会医学系の教員と学務課事務職員が参加し、学生指導が
難しい事例に対する対応策に焦点をあてた小グループ討議と全体発表を対面で実施し
た。さらに、学生の指導情報などを記した「学生カルテ」、メンタルヘルス上の課題に
いち早く対応するための「精神科指導教員制度」など学生指導を支援するシステムの
活用について説明し、学生指導の総合力の向上を図った。また、医学教育ワーク 
ショップ「学生指導における問題点とその解決に向けて」における精神神経科学教授
の講演、「大人の発達障害の理解と援助」を FD 講演会として「学びばこ」に公開し、
臨床系を含む全教員が視聴した。 

③ 3 月に医学部のカリキュラムに対する理解の促進、教育成果の可視化・共有を行い、
医学教育の恒常的改善を図る目的で、教養系・基礎系の全教員および臨床系科目コー
ディネーターを対象として、カリキュラムの概説および学修成果等のフィードバック
会をおこなった。会では、教務委員⻑から現在の医学部カリキュラムと近年の変更点、
2024 年度より適用となる新医学教育モデル・コア・カリキュラムの概要を説明すると
ともに、既存のアセスメンターによる学生の達成度自己評価の集計結果に加えて、
2022 年度より「学生ナビ」に実装されたコマ毎の授業評価集計結果等を提示し、今後
の学部教育に資するべく現状と成果を共有した。 

 
(3) カリキュラムの質の向上 

① 2022 年度は、3 ポリシーに関するワークショップを開催した。学修成果を確認するた
めのマイルストーン設定をするため、新医学教育モデル・コア・カリキュラムに対応
したコンピテンス・コンピテンシーの見直しとあわせて次年度以降も継続審議する。 

② 3 年次、4 年次に導入している「PBLⅠ(藤田式 PBL)」、「PBLⅡ(藤田式 PBL)」では、
従来から患者の主訴(症候)、簡単な病歴、詳細な病歴、身体所見、検査所見といった順
に提示される診療情報に基づいた臨床推論を実践し、臨床医学における水平統合の要
素が組み込まれた学修機会となった。2022 年度において、主訴となる症候について、
基礎医学の知識を活用して、症候をきたす機序について説明する課題を設けた。これ
により、基礎医学の知識と臨床医学の知識の垂直統合を念頭においた学修機会へと発
展した。 

③ 医学教育分野別認証受審のための自己点検をおこなう中で、カリキュラム・ポリシー
に追加すべき項目があることが明らかになったため、ポリシーの改訂を行い 2023 年 4
月より施行した。また、新医学教育モデル・コア・カリキュラムに対応したカリキュ
ラム改訂については、2023 年度にワーキンググループを立ち上げて最適な案を策定し
た上で検討することを決定した。 
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④ 学修プログラム評価委員会の委員に学生代表と患者代表を加え、より多角的な観点か
ら学修プログラムを評価する体制を整えた。また、委員⻑が学修プログラム評価報告
書を医学部⻑に文書で提出する仕組みに改めた。 

 
(4) 教育環境の整備 

① 4 年生で導入していた教材「Q-assist」について、学生に分かりやすい解説がなされて
いるため、通常授業の補助教材として、または国家試験対策用の映像教材として、3 年
生の授業でも活用できるようにした。 

② 卒前の臨床実習と卒後の初期研修をつなげ、シームレスな臨床教育をおこなうことを
目的に CC-EPOC を導入し、Mini-CEX と経験症例の部分から活用を開始した。 

 
(5) その他 

医学教育分野別認証への対応 
① 2023 年 6 月に医学教育分野別認証の 2 巡目審査を控え、教授会構成員全員が 8 つの

チームに分かれ改めて前回受審後の 6 年間を振り返り、実現できたこと、課題として
残っていることを医学部教職員で共有した。2023 年 3 月までに残課題の対応をほぼ完
了し、自己点検報告書を完成させた。 

医学部創立 50 周年記念事業の実施 
② 2023 年 2 月に医学部創立 50 周年記念事業として式典を実施した。全国の大学関係者

をはじめ、自治体、企業等約 340 名が来場し、医学部の業績および今後のビジョンに
ついて岩田学部⻑が紹介した。特別記念講演では菅義偉前総理大臣および前理化学研
究所プロジェクトリーダー高橋政代先生にご講演をいただいた。 

修学資金貸与(低金利ローン)の継続 
③ 金利や諸物価が高騰する中で 2 年目となる FUJITA 学援ローンを前年と同じ低金利

1%で募集した。初年度は募集要項作成後の創設決定であったため十分な周知活動がで
きなかったが、本年度は、対象試験にふじた未来入試を追加し、募集要項にも掲載し
た。FUJITA 学援ローン希望者のうち、ふじた未来入試で 2 名、一般前期入試で 2 名、
一般後期入試で 1 名が合格となり、内 2 名が入学した。 

 
 
 3  医療科学部 

(1) 学生の質の向上 
初年次導入教育方法の検討実施 
① 学生がキャリアビジョンを描き、大学生活に目的意識を持たせ、また、同級生・先輩・
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教職員との親睦を深め、学生生活を円滑にスタートすることを目的に、 新入生オリエ
ンテーションを学外で実施する検討を行い、つま恋リゾート彩の郷を実施施設に選定
し、1 泊 2 日の実施計画を作成した。 

② 新入生に初年次授業の受講、科目選択および大学での生活などに必要な情報の提供や
授業に用いる PC の初期設定・ICT アプリケーションの利用に関するガイダンスを受
講開始前におこなった。ガイダンスにおいて明らかになった課題の改善を検討し、プ
ログラムを再編した。2023 年度のガイダンスは入学式の前後に 1 日ずつ(計 2 日)実施
することを決定した。ガイダンス事項とその内容は、今後も改善を進める。 

学びの達成度を見える化するシステムの構築 
① 臨床検査技師、診療放射線技師、臨床工学技士の 3 資格の国家試験問題を蓄積し模擬

試験問題を作成するために、現行の試験出題システム利用について改修を含めた検討
をおこなった。その結果、問題を蓄積するための仕組み、蓄積した問題を抽出する仕
組みが必要なことがわかり、改修あるいは新たなシステム開発について検討を進めて
いる。 

② 国家試験受験に向けて学生が個人の学修の達成度を確認することを目的に学修成果可
視化システムの機能を用いて、複数回行われる国家試験形式試験の結果を国家試験科
目ごとに時系列で表示させるための仕組みを作り実施した。この機能は TOEIC 試験
成績についても応用した。 

研究マインドとグローバルな視野を育成するための仕組み構築 
① 大学院保健学研究科が開催したタイ王国・コンケン大学、チュラロンコン大学、中国・

上海健康医学院との Online Summer School にグローバルな視野の育成を目的に学部
学生が参加した。学生は、大学や文化の紹介スライドを作成・発表し、また、相手校
の学生とのグループワークにおいて、意見交換するなど活発に参加した。 

優秀な学生を確保するための具体的入学選抜方法の検討 
① 2025 年度入学試験では、新学習指導要領による履修者が受験する。アドミッション・

ポリシーに相応しい優秀な学生を引き続き確保するために、2025 年度入学試験の試験
区分・考査項目等について入学試験委員会で検討を行い、情報科目を考査科目のひと
つに加えることとした。 

② 学力の 3 要素を多面的・総合的に評価する大学入学者選抜の一つとして 2023 年度入
学試験に総合型選抜(藤田フロンティア)入学試験を新設した。医療検査学科、放射線
学科共に予想を大きく上回る志願者数であった。今後も優秀な学生確保に向け、選抜
方法等の継続的な検討をおこなう。 

 
(2) 教職員の質の向上 

《教育企画ユニット》 
① 成果基盤型教育の着実な推進を組織的に支援することを目的に ICT 活用による情報

共有の方法について検討した。2023 年度は実効化に向けて試用し、学部全体での利用
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を企画する。 
《臨床教育連携ユニット》 
① 臨床教育連携ユニットに所属する教員が第一教育病院等において臨床業務を実施する

にあたり、JCI(Joint Commission International)が求める国際基準を満たす業務を実施
するために、その教育方針を定め、2023 年度より実施することとした。 

《研究推進ユニット》 
① 学内の研究組織との連携および学部内各分野間の連携を推進させる目的で、研究交流

セミナーを毎月開催した。その結果、分野間共同研究の契機となった。2023 年度以降
は客観的指標を定めて学部内外の共同研究を進める。 

② 海外から研究者を半年間招聘し、交流会、研究セミナーを開催した。また、タイ王国・
コンケン大学、チュラロンコン大学、中国・上海健康医学院との Online Summer School 
を開催した。各大学と 2023 年度開催について企画する。 

③ 海外からの大学院入学試験志願者数が増加した。2023 年度以降、留学生の学修環境を
さらに改善する。教員の海外留学先との交流を計画し、実施に向け検討を進めた。教
員の国内外留学の計画的な実施について 2023 年度以降も企画を継続する。 

 
(3) カリキュラムの質の向上 

① キャリア教育の実施方針を策定し、医療科学部教務委員会、学生支援課および産官学
連携推進センターが連携して学びを提供する仕組みを作成した。2023 年度は、この仕
組みを活用してキャリア形成の支援を試み、企画運営に繋ぐ。 

② 英語教育方針に沿って、1 年次の TOEIC 試験実施および e-ラーニング教材を用いた
学習の提供をおこなった。TOEIC 試験成績は学修成果可視化システムを用いて閲覧
でき、3 年次に実施される TOEIC 試験成績と比較できる。e-ラーニング教材の学習状
況は教員が確認し、適宜学習指導をおこなった。 

③ 2 年次に開講する科目横断 PBL の授業実施計画を作成した。2023 年度は、作成した
授業実施計画に沿って授業を実施する。実施に向けては教員および TA の FD 等を用
いた教育をおこなう。 

④ 2022 年度から成果基盤型学修を新たなカリキュラムに取り入れた。教員の教育スキル
の向上を目的に、教育改善の必要性、新カリキュラム・教育方針、教育に関しての組
織の役割・管理、2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン(答申)・Fujita VISION 
2030 と本学部の教育について FD を開催した。合わせて授業評価アンケート改定案を
策定し、2023 年度に実施する。 

⑤ 教員組織が分野制・ユニット制に移行したことに伴い分野内教員がチームを組んで卒
業研究を支援する仕組みを提案した。2023 年度は、2022 年度に明らかになった課題
を改善して実施するよう提案する。 

⑥ 4 年次後期に国家試験受験に向けた学びが集中的に行われた。学習支援は 2021 年度の
実績に基づいて改善し実施したが国家試験合格率は維持するに留まった。2023 年度は、
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学習支援と学生の主体的な学びの仕組みが機能するように検討して進める。 
 

(4) 教育環境の整備 
① 放射線学科の学習環境は第一教育病院を挟んで建つ大学 3 号館と大学 11 号館に分散

していた。大学 11 号館の学習環境を大学 3 号館の程近くに建つ大学 6、7 号館を改装
して移転し、事務手続き窓口、学生食堂・ラーニングコモンズ等へのアクセスの改善
をおこなった。大学 6、7 号館には、新たな学修スタイルを可能とする機能を備えた。 

 
(5) その他 

医療科学部ホームページの戦略的な展開 
① 医療科学部の魅力発信および正確で分かりやすい情報提供のため、現在のホームペー

ジの改善について検討した。 
SNS(LINE, Instagram, Twitter など)の積極的な活用 
① SNS を用いた新たな広報を目的に、医療検査学科、放射線学科各学科の公式 Instagram

を開設し、学生 PR ボランティア『F 活』と共に運用を開始した。 
高校生に分かりやすい広報の推進 
① 高校生が日常で利用する SNS に医療科学部紹介動画を配信した。キャンパス見学会 

オープンキャンパスは、2021 年度まで Web を用いて開催してきたが、2022 年度は、
来場者は感染対策を行い、対面で説明を受け、教員や在学生と直に質疑応答ができ、
模擬授業や模擬実習の体験ができる来校型にして実施した。 

 
 
 4  保健衛生学部 

(1) 学生の質の向上 
社会的・職業的自立に必要な能力を培うための体制の構築 
① アセンブリ教育および実習を通しての、専門職多職種連携教育を実施した。アセンブリⅠとしては

4 月から11 月まで両学科1 年生(約600 人)を対象に、コミュニケーション修得を目的として実施
した。アセンブリⅡとしては、4 月から11 月まで両学科2 年生(約600 人)を対象に、チームワー
ク修得を目的として実施した。アセンブリⅢとしては、6 月の3 日間に両学科3 年生(約600 人)と
他大学を加えた合計 950 名を対象に、患者中心の考え方の修得を目的として実施した。アセンブ
リⅣとしては、8 月に両学科4 年生と医学部6 年生(総勢約20 人)を対象に、職種間の連携の修得
を目的として実施した。またリハビリテーション学科の実習においては、4 年生の応用臨地実習の
実習各期に、豊明市の多職種合同ケアカンファレンスに参加し、その内容を基にした多職種連携の
必要性や重要性に関する教育を実施した。 
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試験合格率 100%をめざす効果的な指導体制の構築 
① オンラインを活用した国家試験対策の方法を検討し、実施した。看護学科においては、10 月

からオンラインでの国試対策ゼミ(基礎知識の補講や過去問の解説など)を実施した。また、
Moodle の小テストなど ICT を活用して学習支援をおこなった。リハビリテーション学科に
おいては、10 月に国試対策講義(理学療法学特論・作業療法学特論)を実施し、並行してス 
モールグループでの口頭試問等も実施した。 

② 早期からの継続的な学習支援方法を検討し、実施した。看護学科においては、5 月よりス
モールグループを編成し、グループ学修を実施した。また、定期的に IT 試験を実施し、学生
の知識の定着状況を確認した。合格圏に到達できていない学生に対しては、国試対策委員、
担任、卒論担当教員が協力して個別の学習支援をおこなった。リハビリテーション学科にお
いては、4 月からスモールグループを編制し、国試過去問題に取り組ませた。加えて、
応用臨地実習がない期間に解剖学、生理学等の基礎項目の理解度確認と補填をおこ 
なった。 
 

留学生受け入れによる多文化の理解と語学力の向上 
① 留学生の学業および学生生活の継続的な支援をおこなった。日本語専任教員による日

本語学修を継続的に実施し、日本語能力試験 N1 に 4 名が合格した。未取得者は 2023
年度の合格を目指し、鋭意学修を進めている。留学生支援委員会としてクリスマス会
を実施し、在校生との交流・異文化理解の機会とした。看護学科においては、学生に
対して国試対策委員会と協力して国試対策を実施し、第 112 回看護師国家試験合格に
導いた。また、就職活動に際しては履歴書添削や面接対策を実施した。3 年生の領域
別実習においては、実習担当教員からの状況把握を積極的に行い、問題点を早期に把
握するよう努めた。継続的に同じルーツの外国人教員が留学生の心情把握に努め、支
援した。リハビリテーション学科においては、4 年生に対して卒業試験に向けての小グルー
プでの専門基礎科目、理学療法専門科目についての復習を毎日おこなった。その際、教科書
や参考資料などの教材も提供した。また、3 年生は年間を通して、4 年生は前期に病院実習に
参加したため、病院実習指導者との連絡体制を整え、円滑な実習ができるよう配慮した。教
員の支援体制としては、3 名で構成された教員グループが各留学生を担当し、また留学生支援
委員が月 1 回面談をおこなうことで、学業や生活での問題点を早期に把握した。 

 
(2) 教職員の質の向上 

各分野における教育、研究、臨床目標の設定 
① 社会実装看護創成研究センター、地域包括ケア中核センター、RSH・AAT センターと

の協働の推進、保健衛生学部全体として連携した、教員の研究力の育成を進めた。社
会実装看護創成研究センターとは、ベッドマットレス開発等の研究において年間を通
して定期的な会議を行い、年度末から分析を開始した。また、文部科学省大学改革等
推進補助金(ウィズコロナ時代の新たな医療に対応できる医療人材養成事業)の交付を
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受け、周術期看護のエコーを用いた観察を含むフィジカルアセスメントと臨床判断に
関する VR 教材を作成した。地域包括ケア中核センターとは、地域包括ケア中核セン
ターのまちかど保健室において、兼務の保健衛生学部教員を中心に、地域住⺠を対象
とした健康・筋力測定に関する研究を推進した。RSH・AAT センターには複数の保健
衛生学部教員が兼務しており、厚生労働省介護ロボットの開発・実証・普及のプラッ
トフォーム構築事業、愛知県サービスロボット社会実装推進事業、愛知県介護・リハ
ビリ支援ロボット活用促進事業、愛知県知の拠点あいち重点研究プロジェクト IV 期
などにおいての役割を担い、貢献した。 

② 遠隔講義や ICT 教育などによる授業改善をテーマにした研修を実施した。保健衛生学
部教員による授業改善を目的とした FD 研修会を開催し、前期は看護学科教員が、ICT
化・オンライン化に伴う授業改善について具体的な事例・模擬授業をテーマに行い、
後期はリハビリテーション学科教員が、授業における工夫、授業における苦労につい
て具体的な事例・模擬授業をテーマにおこなった。 

③ 看護師・療法士教員の臨床技能を向上させる研修を実施した。看護学科においては、教
員 1 名が第一教育病院と兼務して病棟での看護業務を週に 2 日間行い、臨床技能を向上させ
た。また、教員 4 名が地域包括ケア中核センターを兼務して訪問看護を週に 1 日程度実施し
た。リハビリテーション学科においては、4 つの大学病院および 10 施設以上の関連病院等で
臨床または指導を行い、症例検討や臨床技能向上を目的とした研修を開催した。臨床技能の
更新および更なる向上を目的に、研修の中で臨床の疑問に沿った現場理学療法士および作業
療法士との討論を実施した。 
 

教職員の育成制度の構築 
① FD 研修会、SD 研修会の教員参加率 100%を目標とした。FD 研修会「教育の質保証と

成績評価」は 164 名が受講した。SD 研修会「ICT 化・オンライン化の積極的な運用に
よる授業・実習の充実化」は 169 名が受講した。FD 研修会「ICT 化・オンライン化に
伴う授業改善：具体的な事例・模擬授業」は 151 名が受講した。 
 

教員の博士号取得率を高めるための支援 
① 保健衛生学部の各学科において、博士号取得の支援をおこなった。その結果、看護学科

においては 1 名が博士の学位を取得し、9 名が在学中である。2023 年度には 5 名が博士課程
へ進学する。リハビリテーション学科においては 4 名が存学中である。 

② 英文論文数の増加および外部資金獲得のための FD 研修会を実施した。大学院 FD 研
修会として「先端医療と知的財産」をテーマに実施し、保健衛生学部教員も多数参加
した。 

③ 教員評価制度に則った目標設定と面談を実施した。具体的には、制度に沿って期初面
談、中間面談、最終面談を適切に実施した。 
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(3) カリキュラムの質の向上 
講義評価の改善、コンピテンス・学習成果の把握と分析 
① オーダーメイドの個人指導体制による学修成果について、アセスメント・ポリシーに基づ

いた分析を実施した。看護学科においては、学修成果可視化システム「アセスメンター」
を主に担当する教員が、1年生に個人面談をおこなった(5〜6月、10月〜12月、2〜3月)。その
面談結果は担任とも共有した。リハビリテーション学科においても、アセスメンターを用
いた個別面談(例：1年生は4、8、1月)を実施した。また、その入力内容に対する分析
例の紹介をFD研修会として実施した。 

② 看護学科においては、教育課程検討ワーキンググループを組織して継続的な検討会を開催し、
2024年度からの教育課程案を作成した。その後、学科内会議の検討を経て、新教育課程を決定し
た。 

③ 療法士教育学、臨床療法科学を担う分野を中心とした療法士教育研究の推進(リハビリテーション
学科)として、積極的な教育研究活動をおこなった。その成果として、新人理学療法士
および作業療法士の臨床能力の変化やその特異性に関する論文が採択された。また、
新入学生の大学生活上の不安や、メンタルヘルスに関する研究も行い、論文を執筆し
て投稿した。 
 

知識・技能・態度・志向等を養う学生教育の実施 
① リハビリテーション学科において、他大学と連携した新しい臨床実習前実技試験の開発を進

めた。複数の養成校とともに、共通試験、複合課題を検討した。具体的には、複数の
技能を組み合わせた課題を設定し、臨床現場の状況に則した技能を適切に評価できる
かについて検討を進めた。 

② 上記のアセスメンターを活用した新たな教育支援方法の検討をおこなった。各科目の到達目
標に対する自己評価や、各学年の複数の時期における目標設定や振り返りを実施し、学修成
果を可視化することによる学修者本位の学修を促した。また、学生の入力内容に基づいた面
談による、学生のより深い状況把握などに基づく教育支援も実施した。 

 
(4) 教育環境の整備 

新規システムによる教育環境の改善 
① 円滑・効果的な授業を可能にするテレビ会議システム導入等の教育環境整備をおこなった。コ

ロナウイルス感染拡大防止対策のための、教室を分散したオンライン授業を実施する中で、テ
レビ会議システム導入によって、教員と学生との双方向授業が可能となり、感染拡大以前と同
等の授業の実施が可能となった。また実技科目においても、ビデオカメラ等の併用によって、
従来に近い実習・演習が可能となった。 
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(5) その他 
グローバル化への取り組みの充実 
① コンケン大学とのオンラインセミナー、シーズンスクールを実施した。看護学科におい

ては、8月29・30日にオンラインセミナーを実施し、1・2・4年生11名が参加した。1年生に対
しては、新カリキュラム下における国際医療演習Ⅰとして単位を授与した。セミナーで
は、互いの国の文化紹介、医療・看護の特徴についての講義、学生生活に関するグ 
ループディスカッション等をおこなった。併せて、セミナーの前に4回の英会話学修を
実施した。リハビリテーション学科においては、5月17〜19日にオンライン交流会を実施し
た。理学療法専攻学生4名、作業療法専攻学生2名が参加し、互いの国、大学における特徴的
な臨床や教育・研究についての調べ学修とその発表を実施した。加えて、学生の語学学修へ
の意欲向上を目的とした講演会を5回開催した。 

② オーストラリアでの看護研修およびオンラインセミナーを実施した。コロナ禍の影響によっ
てビクトリア大学の受入れ準備ができなかったため、留学実施を見送った。代替案として、
2021年度と同様にグローバルに活躍する日本人看護師のオンラインセミナーを実施し
た。アメリカ、ドイツ、パナマ、ニュージーランドでの活動やキャリア形成について
学修した。 
 

地域連携、社会貢献 
① 地域包括ケア中核センター兼任教員を中心とした地域連携の強化を進めた。地域包括ケア中

核センター兼任教員を中心とした、ふじたまちかど保健室での専門職講座や、豊明市主催の
市⺠公開講座を実施した。 

② 大学病院の役割遂行に向けさまざまな支援をおこなった。看護学科においては、新型コロナ
ウイルス対策としての抗原検査・PCR検査のための検体採取を社会実装看護創成研究セン 
ター所属の教員とともに担当し、年間で4,027件を採取した。また、第一教育病院の看護師専
門外来であるフットケア外来において、糖尿病患者の予防的フットケアを専門とする教員が
定期的なケアおよび患者教育をおこなった。リハビリテーション学科においては、31名の理
学療法士または作業療法士教員が中心となり、大学病院における高度リハビリテーション医
療の提供および50名以上の若手・新人療法士の教育に従事した。また現場の医師・理学療法
士・作業療法士と協働しながら先進的な研究を推し進め、国際学術誌への発表をおこなった。 

③ 臨地実習指導者講習会を開催して48名の看護師(藤田学園所属の看護師14名を含む)が修了し、
実習指導能力の育成に貢献した。 

④ 「SDGs11.住み続けられるまちづくりを」「SDGs13.気象変動に具体的な対策を」に対応し
た防災活動を実施した。3月の研修として、発災時に地域住⺠が大学内へ避難してくることを
想定した避難所運営に関するワークショップを開催し、保健衛生学部教員60名以上が参加し
た。加えて、近隣の小学校での防災に関する講演も実施した。 
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 5  大学院医学研究科 
(1) 学生の質の向上 

① 大学ホームページの医学研究科修士課程および博士課程のページに、基礎系の研究室
情報を新たに掲載した。指導教員がどのような研究を行っているか事前に調べること
により、学生自身の研究希望のテーマに合う教員を見つけられる体制を整え、質の高
い学生をリクルートすべく広報活動を充実させた。 

② 修士課程修了者の進学を推奨し、入学者数引き上げを図った。 
③ 英文国際誌掲載原著論文を学位論文の原則とし、学術水準の高い学位論文の執筆を促

した。学位論文の IF 中央値は堅調に上昇し、3 名が早期学位授与要件に至った。 
 

(2) 教職員の質の向上 
① 指導教員が、TA(ティーチングアシスタント)を担当する大学院生とともに、授業や実

習をおこなうために必要なスキルや役割について学ぶ FD を実施した。 
② 修士課程において、振り返りに基づく授業改善と論文指導を目的とした FD を実施し

た。 
③ 博士課程において、学位取得率と学位論文の質向上を目指して、研究指導にかかる技

能向上を目的とした FD を実施し、学生が学位論文研究に主体的に取り組む体制を整
えた。 

④ 学位論文審査および最終試験による評価の方法と、学位授与方針に定めた学習成果の
対応が明瞭になるよう、研究指導計画書・研究実績報告書の様式変更を行い、学生が
自己評価を行い、指導教員が確認することによって、学位授与方針に基づく研究指導
による学修成果の把握・評価を適切におこなう体制を整えた。 

 
(3) カリキュラムの質の向上 

① 共通科目の講義において、国際化に対応した英語講義を実施した。 
(「Comprehensive Medical Sciences」「Neuroscience Course」「Cancer Science Course」) 

② 博士課程のカリキュラム改革を行い、学位授与促進のための論文指導や関連する研究
活動を単位とした科目を新設し、2023 年度入学生より刷新したカリキュラムで教育を
行っていくことを決めた。 

 
(4) 教育環境の整備 

① 学位申請にかかる書類一式、ワクチン接種案内および証明書依頼書について、2 か国
語(日本語および英語)対応を行い、外国人留学生に対する教育指導体制および健康管
理に関するサービスを向上させた。 

② 博士課程のカリキュラム改革に伴い、学事システムを改修し、単位認定にかかる学務
環境の整備をおこなった。 
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(5) その他 

① 外国人留学生の受け入れ推進を目的に、大学の英語版ホームページについて、医学研
究科の内容充実を図った。 

② 2023 年度に新設される病院経営学・管理学専攻(専門職)の運営体制について、専門職
大学院準備室にて検討を重ね、教育カリキュラムおよび授業実施体制を整えた。 

 
 

 6  大学院保健学研究科 
(1) 学生の質の向上 

① 海外大学とのシーズンスクールを実施すると共に、留学生が受講する講義を英語で実
施し学生の英語力向上を図った。 

② 学費減免制度を活用し、研究に専念する学生の研究の質向上を図った。 
③ 海外からの学生受け入れを促進するために、研究室紹介動画を作成した。 
④ ハイブリッドで入学説明会を実施し、国内のみならず海外からの大学院生を獲得した。 
⑤ 国内外の研究者による講演会やシンポジウムを企画開催した。 
⑥ 医療科学研究セミナーを 2 回および保健学セミナーを 4 回開催した。 

 
(2) 教員の質の向上 

① 「研究交流セミナー」および「臨床連携研究セミナー」を開催するなど、学部内の分
野間や学内他部門との共同研究活性化を推奨し、競争的研究費の獲得を通じて研究力
の向上をおこなった。 

② 各領域の特論科目について、多様な研究内容のオムニバス講義を実施し、共同研究を
推進できる環境を整えた。 

③ 研究成果を社会に還元する為の、共同研究を推進、研究資金を獲得、医師主導治験を
実施、ベンチャー企業を創設、製薬企業等に技術移転に関わる知的財産権について FD
企画「先端医療と知的財産」を行い教員の質向上を図った。 

④ 教員の教育力アップのための FD 企画「ティーチングアシスタント(TA)とともに学び
の場の活性化をめざす、「授業における工夫、授業における苦労：具体的な事例・模擬
授業」を開催し、主体的な学生の育成を促した。 

⑤ FD 企画「ICT 化・オンライン化の積極的な運用による授業・実習の充実化」を開催
し、遠隔授業の質向上を図った。 

⑥ 修士論文の申請案内一式の英語版を作成した。 
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(3) カリキュラムの質の向上 
① 修士課程の共通科目を統合し、授業コマ数を適正化した。 
② 演習・特別研究以外の科目を面接授業から遠隔授業へ移行し、空間制約を排除した。 
③ 秋入学外国人留学生の学修は順調に進行し、修士課程が最終学年に入った。 
④ 修士・博士後期課程において英語で履修可能な選択科目を増やし、留学生の科目選択

の幅を広げた。 
 

(4) 教育環境の整備 
① 大学 6、7 号館の運用を開始し、学生の学修環境が向上した。 

 
(5) その他 

① 学部から大学院博士後期課程までの連続性について検討し、2 研究科への再編の方向
性が決定した。 

② 2024 年度大学院医療科学研究科設置に向け、各研究科で 3 ポリシーの変更案を検討し
た。 
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研 究 
 1  研究推進本部 

(1) 環境整備 
① 研究支援推進本部を研究推進本部へ名称変更し、総合医科学研究部門とイノベーショ

ン推進部門を新設した。また、総合医科学研究部門とイノベーション推進部門と連携
する組織下に「産学連携推進センター」を移設し、「産官学連携推進センター」に名称
変更。 

「イノベーション推進部門」下に、「オープンイノベーション推進室」、「ヘルスデー
タアーキテクチャーセンター」、「未来共創イノベーションセンター」、「スタートアッ
プ推進室」を新設し、「ロボティックスマートホーム・活動支援機器研究実証センター」
を大学直下から移設、「社会実装看護創成研究センター」を保健衛生学部より移設した。 

「総合医科学研究部門」下に「研究支援推進本部」下にあった「がん医療研究セン
ター」、「国際再生医療センター」、「精神・神経病態解明センター」、「感染症研究セン
ター」、「ゲノム医療研究拠点室」を移設。大学直下にあった「総合医科学研究所」、「研
究統括管理部」を移設し、それぞれ「医科学研究センター」、「研究統括管理室」へ名
称変更。「研究支援推進本部」下にあった「共同利用研究設備サポートセンター」、「疾
患モデル教育研究サポートセンター」および「AI 研究支援準備室」を移設し、それぞ
れ「オープンファシリティーセンター」、「病態モデル先端医学研究センター」、「AI 研
究・医療情報サポート室」へ名称変更した。 

② 大学直下に橋渡し研究統括本部を設置し、橋渡し研究統括本部の直下に橋渡し研究支
援人材統合教育・育成センター、橋渡し研究シーズ探索センター、治験・臨床研究支
援センターの 3 センターを設置した。 

③ 国際再生医療センター 
・ 陽圧室・陰圧室を統合し、セルプロセッシングセンターへの変更届および陰圧室

の廃止届を厚生労働省へ申請。2 月 22 日付けで受理された。 
・ 厚生労働省の組織バンク整備計画補助金を獲得し、CPC 施設および組織バンク室

に組織分離装置など必要な機器を整備した。 
④ がん医療研究センター 

・ 大学 4 号館 2 階に設置した遺伝子制御研究部門では、研究がスタートし、細胞、
臨床検体およびモデルマウスを用いた解析が始動した。 

・ 新たにデータサイエンス部門を設置することが承認された。 
・ 藤田医科大学病院がんセンターと連携し、院内で手術ないしは生検を受けられた

がん患者の院内がん遺伝子パネル検査(第 1 期)が実施され、症例数は 1,000 例を
超えた。2023 年 3 月より第 2 期院内がん遺伝子パネル検査を開始した。 
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⑤ 精神・神経病態解明センター 

・ 大学 4 号館 4 階に精神・神経病態解明センターは設置されている。ゲノム解析学、
細胞生物学、神経生理学、神経化学、行動薬理学、ヒトイメージングおよび計算
科学の 7 部門で構成され、ゲノムから個体に至るシームレスな研究体制で研究を
おこなった。iPS 細胞およびオルガノイドによる精神・神経病態解析の為に、慶應
義塾大学の岡野栄之教授が新たに客員教授として加わった。 

⑥ 感染症研究センター 
・ 大学 1 号館 7 階に設置されている。 
・ 需要が高い FPLC を増設し、並列での蛋白精製が可能な体制となった。 

⑦ 医科学研究センター 
・ 昨年度に引き続いて、中核的研究テーマへの人的リソースの集中をはじめとした

研究力をさらに高めるための環境整備を推し進めた。所属する教員、ポスト・ド
クターを対象にセンター⻑面談を適宜実施し、研究やキャリア等について助言を
おこなった。 

・ 2015 年度に文部科学省「共同利用・共同研究拠点」に認定され「脳関連遺伝子機
能の網羅的解析拠点」として事業に取り組んできた。6 年間の期末評価として S
評価を受けたほか、同拠点事業の 2021 年度からの再認定を受けている。また 2018
年度には同省「特色ある共同研究拠点の整備の推進事業 〜機能強化支援〜」にも
採択され、これについても 2021 年度に再度採択され、2022 年度も同事業を継続
実施した。 

⑧ 産官学連携推進センター 
・ 科学技術振興機構 共創の場支援プログラム・地域共創分野(JST COI-NEXT)の拠

点事業について、本格型へ移行するため申請をおこなった。 
・ 2022 年度文部科学省・橋渡し研究戦略的推進プログラムへの拠点申請について、

本学の特許出願状況を整理し、病院との連携、企業へのライセンスを通じて、拠
点応募に必要な 3 条件(特許出願を元にした臨床研究数、企業への技術導出数、薬
事承認・認証数)をすべてクリアすると同時に、学外シーズ獲得のため 5 大学共同
による先端医療開発コンソーシアム(本学および摂南大学、愛知学院大学、岐阜薬
科大学、名城大学)の構築をおこなった。また、学内における橋渡し拠点運営体制
整備も実施した。 

・ 安全保障輸出管理について、産官学連携推進センター・国際交流推進センター・
病院事務部の 3 機関が連携し、2022 年度に法改正されたみなし輸出制度に対応し
た管理システムを構築し、学内周知活動をおこなった。 

・ 昨年度比で申請数が 5 割増となった学内の新規発明案件を年間 8 回の委員会で審
議した。また、発明委員会において特許の実用化の確度を正確に判断するため、
各審議発明案件に知財マネージャーを配置し、知財マネージャーから実用化戦略
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について説明をおこなう体制に変更した。 
・ 学内の研究シーズ・ニーズの情報をまとめたデータベースを整備した。また、学

内の創薬研究を強化するため、製薬企業等で先行する医薬品開発状況や特許状況
を正確に把握するためのデータベースの導入を実施した。 

・ 科学技術振興機構(JST)スタートアップエコシステム事業の予算を活用し、アント
レプレナーシップ教育およびベンチャー起業支援のための WEB 会議用ブースの
設置を実施した。 

⑨ AI 研究・医療情報サポート室では、電子カルテとの連携、特に遠隔での電子カルテ操
作の実証実験に協力した。大学病院内のスマートホスピタルセンターと連携して、学
内の電子カルテに関連したサービスなどの実証をおこなった。 

⑩ ゲノム医療研究拠点室では、Oxford Nanopore promethion を導入、さまざまな遺伝統
計学的プログラムを整備した。 

⑪ オープンファシリティセンター 
・ 設備強化のため、2022 年度文部科学省補助事業研究装置に in vivo 発光・蛍光・

CT イメージングシステムを申請し整備した。 
・ 設備強化のため、2022 年度文部科学省補助事業研究設備に細胞外フラックスアナ

ライザーを申請し整備した。 
・ 設備強化のため、X 線照射装置を整備して運用を開始した。 
・ DNA シーケンサー3500 の運用を開始した。 
・ 次世代シーケンサーPromethion24 を中央研究センターに設置し運用を開始した。 
・ 大学 1 号館のオープンファシリティセンターについて耐震補強を実施した。 
・ 研究相談を進め、年間約 700 件の相談があった。 

⑫ 病態モデル先端医学研究センター 
・ 本センターのサテライト(11 号館)設置に向けて、関係各部署と協議しながら、準

備を進めた。 
・ 飼育委託業務を開始した。 
・ 3D マイクロ X 線 CT 装置、X 線照射装置およびインビボイメージング設置を設

置する多目的室を整備した。 
・ 生殖工学技術を用いたマウスの SPF 化クリーンナップ支援に加え、支援技術の拡

充を図るために、ゲノム編集技術、ラットの生殖工学および i-GONAD 技術の習
得に取り組んだ。 

⑬ ヘルスデータアーキテクチャーセンターは、センター⻑に慶應義塾大学の村井純先生、
統括副センター⻑に白⽊良一病院⻑、副センター⻑に千葉大学の伊藤穰一先生を迎え、
2022 年 10 月 1 日より活動を開始した。 

 
(2) 力点を置く研究など 

① 国際再生医療センター 
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・ 免疫再生医学研究部門において、再生 T 細胞を用いたコロナ感染症、サイトメガ
ロウイルス感染症、EB ウイルス感染症などに対する治療開発研究を推進した。そ
れぞれのウイルスに対して特異的に反応する T 細胞受容体のクローニングに成功
し、iPS 細胞から分化させた T 細胞に導入する準備を進めている。 

・ 医学部脊椎・脊髄科および京都大学 iPS 研究所と連携し、iPS 細胞から分化させ
た神経細胞を用いた脊髄損傷に対する治療開発のための動物実験を開始した。 

・ 血液腫瘍、固形腫瘍(骨肉腫、横紋筋肉腫など)に対する CAR-T 細胞の作成を行
い、がんの培養細胞を用いて障害活性を確認する実験を開始した。 

・ 医学部移植・再生医学講座による膵島移植のキックオフミーティングを 2023 年 2
月に実施し、実施に向けて、手順等の確認をおこなった。 

② がん医療研究センター 
・ 患者検体からのオルガノイド培養と、それを用いた薬剤感受性試験を実施した。 
・ 患者検体由来の PDX(patient-derived xenografts)の作製と集積をおこなった。  
・ 循環腫瘍細胞(CTC)からオルガノイドを作製するプロジェクトに着手した。 
・ 線維症の責任遺伝子を同定し、その阻害剤開発プロジェクトに着手した。 
・ 第 2 期院内がんゲノム解析では患者血漿を用いたリキッドバイオプシーをおこな

うことに重点を置き、解析システムを整備した。 
③ 精神・神経病態解明センターでは、AMED 等より研究資金を獲得した双極性障害、統

合失調症、薬物依存、認知症に関して、脳とこころの基本的原理の理解、病態解明、
新規治療法および新規診断技術を開発し特許取得を目指して共同研究を推進した。 

④ 感染症研究センター 
mRNA ワクチン EXG-5003 の第 I/II 相医師主導治験を実施、完了した。(AMED ワク
チン事業) 
・ 薬剤耐性菌の治療法を開発する多施設共同 RCT(CEFMMEC 試験)を本学主導で

開始した。(JSPS 基盤研究) 
・ 日米フィリピン共同の臨床研究(肺炎桿菌の耐性と病原性)を開始した。(AMED-

Asia プログラム)。 
⑤ 医科学研究センター 

・ 分子遺伝学研究部門では、次のような取り組みをおこなった。(1)ヒト配偶子形成
障害や受精障害、初期胚における発生停止を繰り返すことが原因の不妊症カップ
ルの全エクソーム解析を行い、責任遺伝子の候補を同定した。(2)ヒト生殖医療に
おける培地中の lncRNA や miRNA を用いた無侵襲性検査の開発研究を行ってい
る。 

・ 難病治療学研究部門では、速筋型ミオシンの二重変異体モデルを作成し、詳細な
解析を発表しプレスリリースをおこなった。新規二分脊椎モデルの解析について
論文発表をおこなった。がんの免疫チェックポイント治療法の促進法を着想し研
究を推進させた。日仏筋ワークショップ (12th Japanese-French Workshop)で発
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表をおこなった。 
・ 遺伝子発現機構学研究部門では、抗癌剤多剤耐性因子でもある RBM17(SPF45)が、

ヒトの短いイントロン群の新規スプライシング因子であることを昨年度に論文発
表したが、新たな必須結合因子 SAP30BP を発見し、RBM17 依存的スプライシン
グの分子機構解明に向けてのブレークスルーとなった(論文査読中、bioRxiv で公
開)。この研究成果は 28th Annual Meeting of the RNA Society(シンガポール)で
口頭発表することになった。 

・ システム医科学研究部門では、遺伝子改変マウスの網羅的行動解析を基点に in 
vivo 神経活動イメージング、光遺伝学、エピゲノム解析等の技術を組み合わせて
精神・神経疾患の中間表現型およびその分子基盤の解明を進めた。また、精神・
神経疾患などの脳関連疾患モデルマウスの大規模行動データを活用したメタ的解
析から各種疾患モデルを特徴づける行動表現型を明らかにした。複数の疾患モデ
ルに共通して脳の代謝異常が生じていることを見出し、疾患の新たな類型化に寄
与する成果を導出した。 

・ 神経・腫瘍のシグナル解析プロジェクト研究部門においては、アセチルコリンに
よる忌避学習の分子機構を解明して論文として発表した。イオンチャネル
KCNQ2 を介したドーパミンによる報酬行動の制御機構を明らかにして論文とし
て発表した。低分子量 G 蛋白質 Rho とその標的蛋白質 Rho-キナーゼによるシナ
プス可塑性の制御機構を明らかにして論文として発表した。 

⑥ 産官学連携推進センター 
・ 科学技術振興機構 共創の場支援プログラム・地域共創分野(JST COI-NEXT)育成

型が 2 年度目を迎え、10 年後のヘルスケアタウン実現へ向けた拠点事業の推進を
目的とした本学と企業間の共同研究開発を実施した。(年間事業予算 2,000 万円) 

・ スマートホスピタル構想の一環で、川崎重工業株式会社との PCR 事業の共同事
業(安定した収益を確保)、病院内における自走型搬送用ロボットの実証研究を実
施した。 

・ 科学技術振興機構(JST) スタートアップエコシステム事業において、ベンチャー
起業実証プログラム・GAP ファンドに本学からの提案申請が 2 件採択されたため
(計 2,000 万円)、半年間にわたり先端医療技術の実用化へ向けた事業検証および
研究開発を実施した。 

・ 日本医療研究開発機構(AMED) 橋渡し研究プログラム・シーズ A に本学からの
提案案件が 3 件採択されたため(計 1,500 万円)、特許出願および非臨床試験に向
けた実用化研究を開始した。 

・ ヒトゲノム解析ベンチャー・ジェノニクス株式会社(協力企業：中部電力株式会社)
の起業(2021 年 6 月)を推進した。科学技術振興機構(JST)大学等知財基盤強化支
援制度(権利化支援制度)に 4 件採択されたため、国費を利用して本学出願特許の
海外出願(PCT 出願)に成功した(約 200 万円分の経費に相当)。 
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・ 本学研究機関および上席役職者を対象にした組織利益相反の確認書を収集、分析
し、利益相反マネジメントの必要な案件について、委員会による審査会を実施し
た。 

・ 株式会社フジタ・イノベーション・キャピタルおよび東海東京インベストメント
株式会社と連携し、金融機関 3 社、医療系事業会社 4 社との出資交渉を行い、本
学発および本学と協創関係を結ぶことの可能な医療系ベンチャー企業への投資 
ファンドであるフジタ TT インパクト 1 号有限責任組合(18 億円)の設立に成功
し、ベンチャーへの出資検討を開始した。 

⑦ 治験・臨床研究支援センター 
・ 本学が事務局となる初の医師主導治験(ワクチン)を継続して実施し、完了させた。

また、がん試験も含めて、治験数を増加させた。 
・ バイオリソース室として、疾患バンキングの更なる利用促進(バンキング検体の入

庫および出庫)と広報活動(シーズ・ニーズへの参加)をおこなった。また、検診に
おける検体保管、がんゲノム検査の支援をおこなった。 

・ 橋渡し研究拠点の取得に向けて、研究マネジメント部門(データセンター、モニタ
リング、生命倫理)の創出など整備計画を立案し、要件となるシーズの臨床試験を
支援した。 

⑧ ゲノム医療研究拠点室 
・ 個別化医療を目指した薬理ゲノム学的研究(PGx)を推進した。 
・ 全ゲノム関連解析(GWAS)を用いた複雑疾患の感受性遺伝子の同定を実施した。 
・ Nanopore Promethion を用いた long read sequencing で、複雑疾患の感受性変異

の同定をめざす実験系プロトコルを確立した。 
・ Polygenic Risk Score を利用したゲノム情報の臨床展開を実施した。 
・ 藤田医科大学発ベンチャー企業であるジェノニクス株式会社と連携し、ゲノム医

療実施のための戦略を検討した。 
⑨ 橋渡し研究シーズ探索センター 

・ 橋渡し研究支援機関認定に向け、組織再編や各種規程の制定、人員体制の整備を
おこなった。2023 年度のシーズ支援として、学内 5 課題、学外 4 課題の支援を決
定した。 

・ ヘルスデータアーキテクチャーセンターでは、病院業務システム(電子カルテ、画
像システム等)情報を、2 次利用連携プラットフォームである HL7FHIR を用いて
標準化を行い、クラウド上にセキュアな状態で利用可能なプラットフォームを構
築した。 

 
(3) その他 

① がん医療研究センター 
・ 学生、研究者、医師を対象としたがん医療研究センターセミナーを定期的に開催
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した。 
・ 遺伝子制御研究部門のジャーナルクラブを毎月 1 回実施し、新たな技術やデータ

解析について知識の共有をおこなった。 
② 精神・神経病態解明センター 

・ 学内の精神・神経系の研究を実施している研究室がアライアンスを深め、若手研
究者育成と共同研究を推進できる体制を整備するために FUJITA ニューロサイエ
ンスセミナーを 11 回実施した。 

・ 学外から最新の脳科学研究を実施している研究者を招聘し、FUJITA ブレインサ
イエンスセミナーを 12 回実施した。 

・ 留学生を対象とした大学院講義 ニューロサイエンスコースを 11 回実施した。 
・ 精神・神経病態解明センターのキックオフシンポジウムとして Fujita 1st 

international symposium on brain science を 11 月 19、20 日に名古屋マリオット
ホテルで開催した。 

③ 産官学連携推進センターでは、COI-NEXT 事業においてシンポジウムを 1 回、豊明
市・関連企業とともに市⺠公開講座を 2 回開催した。 

④ 病態モデル先端医学研究センターでは、教員、職員、大学院生、学部学生と、職種や
学部別に、講習会や講義・セミナーを開催し、適正な動物実験の理解と実施を図って
いるが、新たに留学生を対象とした、セミナーを実施した。 

⑤ 治験・臨床研究支援センターでは、職員健康診断バンキングのシステム構築の準備を
おこなった。 

⑥ オープンファシリティセンターでは、医学研究科大学院セミナーと合同で共利研機器
セミナーを定期的に実施した。 

⑦ 橋渡し研究シーズ探索センターでは、学内・先端医療開発コンソーシアム参加大学向
けに 2 月より橋渡し教育セミナーを開催した。 

⑧ 医科学研究センター 
・ 地域の小中高校生を対象に最先端の医科学のトピックについて分かりやすく紹介

し、小実験やディスカッションを通じ研究に触れてもらう「メディカル・サイエ
ンス・カフェ」を例年開催している。2022 年度はオンラインに対応したコンテン
ツを準備し、愛知県下の高校生を対象とし、NPO 法人アスクネットとの共催(愛
知県教育委員会委託事業「キャリア・ブリッジ」とタイアップ)で 8 月にオンライ
ン開催した。 

・ 難病治療学研究部門と神経・腫瘍のシグナル解析プロジェクト研究部門では、本
学の SRP(ステューデント・リサーチャー・プログラム)で受け入れた医学部学生
に対し研究指導をおこなった。リサーチ・アドミニストレーター(URA)は、プレ・
アワードとして各種の競争的研究費の獲得支援を実施したほか、ポスト・アワー
ドとして論文やプレゼンテーション資料の作成支援や研究成果の国際プレス・リ
リースの支援をおこなった。プレス・リリースをおこなった論文は、海外マスメ
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ディアにカバーされ高いオルトメトリクスを獲得した。また、複数のノーベル賞
受賞者を含む国内外トップ研究者による英語の研究講演会「セミナー・クラブ」
を月一度の頻度でオンライン開催し、アーカイブ化をおこなった。教員やポスト・
ドクターの英語コミュニケーション能力の向上を目指した。 
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医療・福祉 
 1  藤田医科大学病院(第 1 教育病院) 

(1) 医療に関する取り組み 
常に安全で患者満足度の高い先進的な医療を提供 
① 3 台の手術支援ロボット「ダビンチ Xi」、国産手術支援ロボット「hinotori」に加え、

さらなる低侵襲で合併症のリスクが少ない手術の実現に向け国内初となる手術支援ロ
ボット「ダビンチ SP」を導入し、2023 年 3 月より運用開始した。主要外科領域にて
低侵襲手術を推進した結果、2021 年度を上回る年間 865 件を実施し、予算目標を大幅
に上回った。 

② 心臓手術や脊髄手術などの高度医療を安全に実践するため、中央手術室へハイブリッ
ド手術室を設置し、2022 年 12 月より本格稼働した。 

③ 2020 年 12 月に肺移植実施施設として認定を受け、2022 年 10 月 12 日に当院第 1 例
目、中部地方では初となる肺移植術(脳死左片肺移植)を実施した。また、膵島移植の
実施に向け、膵島移植シミュレーションを実施し、臨床実用への準備をおこなった。 

④ 患者安全の職員教育の一つとして、医療事故事例の再現動画(ドラマ)をオリジナルに
作成し、事故防止策の検討や事故防止の重要性の理解に繋がる教育プログラムを進め
た。 

⑤ 高度な IT(情報技術)や AI(人工知能)などの技術導入により、患者中心の医療、医療者
の負担軽減、効率的な経営を推進するため、スマートホスピタル推進センターを設置
し、活動を開始した。当該センターでは、検体・薬剤搬送用ロボットの開発、救急外
来(ER)における救急搬送支援システムの導入、紹介状やお薬手帳の電子化などスマー
トホスピタル化の推進をおこなった。 

⑥ 院内で取り組んでいる QI 活動(質改善活動)において、データに基づく改善活動が行
えるように、電子カルテ内のデータをリアルタイムにグラフ化できるように BI ツー
ル(ビジネスインテリジェンスツール)導入の検討をおこなった。 

⑦ 基幹災害拠点病院として、病院機能を維持し医療救護活動の中心的存在となるため、
BCP(事業継続計画)を改訂し、それをもとに各部門への防災意識の強化とともに災害
時対応・体制の改善と課題の改善に取り組んだ。 

⑧ 重篤救急患者の救命医療をおこなうための診療体制整備として、ECMO ホットライン
を設け、ECMO 患者の病院間搬送体制を構築した。また、2022 年度には県外医療機
関から当院への ECMO 患者の受入れの他、当院以外への医療機関搬送として、ECMO
管理に不慣れな非専門医療機関への支援や連携をおこなった。 

⑨ 2023 年度中のドクターヘリ導入に向け、愛知県内ドクターヘリ 2 機体制の実現に向け
た協議やフライトドクター・フライトナースの育成を開始した。 

⑩ 国際医療センター(IMC)では、コロナ禍の影響で渡航できないインバウンド患者の門
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⼾を広げるため、遠隔医療相談やオンラインセカンドオピニオンの充実に注力した。
また、あらかじめ患者が知りたい内容や要望等を確認するための予診をおこなうこと
により、患者満足度の向上を図った。 

⑪ スマートホスピタル構想での前方・後方連携ネットワークシステムを構築するために、
地域医療機関との医療情報の共有などの検討を開始した。 

⑫ 地域連携クリニカルパスを促進するため、がん地域連携クリニカルパスにおける肺が
ん連携パスや大腿骨頚部骨折と二次性骨折予防管理を合わせたオリジナルクリニカル
パスを新規導入し、普及活動をおこなった。 

⑬ がんセンターでは、患者のがんゲノム個別化医療を推進するため、がん遺伝子パネル
検査の保険診療 189 件実施(前年比 161%)、2021 年 4 月から開始した第一期院内がん
ゲノム検査は 2022 年 8 月に目標値である 1,000 件に到達し、現在解析を進めている。
2023 年 1 月より、リキッドバイオプシーも含めた第二期院内がんゲノム検査を開始し
た。 

⑭ 患者に合わせた FDG の提供、疾患に応じた FDG 以外の PET 製剤の提供を行い、サ
イクロトロンシステム導入により他施設共同研究を推進するために、セラノスティク
スセンター設置に向け、順調に工事を進めており、2024 年 2 月から稼働予定で準備を
進めている。 

⑮ 2023 年秋開設の藤田医科大学東京 先端医療研究センターでおこなう予定の先端医療
について、患者の受入れや医療安全の確保等スムーズな診療が実施できる体制の整備
を進めている。 

 
(2) 患者・教職員に関する取り組み 

ホスピタリティ・接遇の向上 
① 職場環境改善委員会を中心に、職員同士がリスペクトし合える関係構築を目指し、朝

の挨拶運動を開始した。また、あらゆる場面で患者や職員同士に適切な接遇の実践と
して、全職員参加型の挨拶運動も展開した。院内のコミュニケーションを活発化させ、
接遇向上による患者サービスの一端となった。 

② 外来における医師の事務作業代行入力を推進し、4 診療科での業務拡大を実現した。
また、入院患者に対して、薬剤師による代行入力、臨床検査技師による一部の採血実
施など意欲的にタスクシフトが進められた。 

③ 女性医師を中心にワークライフバランスとキャリアアップのための研修会の開催や、
看護師による特定行為研修受講のための資格取得支援が計画的に行われた。 

④ FNP(藤田ナースプラクティショナー)を 28 名、特定看護師を 19 名の配置を実現し、
タスクシフティングの推進および体制強化を図り、働き方改革の一躍を担った。今後
さらなる活躍が期待される人材であるため、研修修了者の増員と業務拡大を推進して
いく。 

⑤ これまで行われていた職員満足度調査の項目に加え、ワーク・エンゲージメントを含
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めた調査が新たに導入され、職員が組織の思い描くビジョン・理念への共感、組織に
対する信頼や貢献について、より意識を高める対策が検討された。 

 
(3) その他 

病院経営のための財務基盤の確立 
① 診療科へ診療実績のフィードバックと実績目標・方針などについての確認・共有する

場を設け、目標達成に向けた取り組みを明確にすることで、病院全体の診療収入の底
上げに繋げることができた。また、看護部・メディカルスタッフ・事務部門において経
営改善に関する経営指標を立案し、部門間で連携・協力しながら診療収入増加や費用
低減に向け取り組んだ。 

② COVID-19 の患者を受け入れながら適正なベッドコントロールによる病床運用により、
平均患者数は入院 1,331 名(目標 1,325 名)、外来 2,495 名(目標 2,360 名)であり、入
院・外来ともに目標達成した。 

③ 2022 年 5 月に開棟したフジタモール 3 階に、全身麻酔以外の手術や日帰り手術実施を
目的としたデイサージャリーセンターとして手術室 2 室を設置し、運用開始した。ま
た、中央手術室においては、23 室の手術室の有効活用を推進し、年間 14,699 件を実施
し目標を上回る結果となった。 

④ 地域医療の連携強化を目的とした地域に根差した活動を進め、地域社会の持続的な発
展に貢献するため、新たに病理診断センターを設立し、遠隔病理診断システムによる
運用を開始した。さらに業務拡大し、質の高い病理診断をおこなうため、病理診断セン
ターの整備工事を開始し、2023 年度中に稼働するよう準備を進めている。 

⑤ 愛知県からの要請を受け、新型コロナワクチンの大規模接種会場として 2021 年 5 月
24 日より接種を開始し、延べ 315,002 人の接種を行い、2023 年 3 月 25 日を以って終
了した。 

 
 

 2  藤田医科大学 ばんたね病院(第 2 教育病院) 
(1) 医療に関する取り組み 

高度かつ安全な医療を提供し地域の皆さんに選ばれる病院づくり 
① 2023 年 8 月竣工の新 A 棟機能最大活性化計画として、手術数増に向けた効率的な運

用体制の構築、麻酔科医の増員、血液浄化センター運用開始に受けた透析患者の確保、
全診療科の活性化と救急医療体制強化による救急車受け入れ台数の増加等を目標に掲
げた。その結果、麻酔科医の増員は図れなかったものの、全身麻酔件数、手術数とも
目標を上回った。また、透析患者の受け入れも徐々に増えており、地域貢献が進んで
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いると考える。また眼科電子カルテの導入も行い、患者情報の一元管理が達成された。 
② 地域の貢献活動として、近隣の医療機関を対象とした研修会、講演会、地域住⺠との

交流の推進は、コロナ禍という環境のため、対面での十分な活動ができなかったが、
Web 形式での研修会開催により、交流を促せた。地域のニーズ把握、当院の活動状況
の広報のため、「八熊ばんたね連絡会」を開催しており、新 A 棟竣工で救急外来の位置
が変わり救急車の搬入経路の変更があるため、地域と協議し搬入道路の一方通行変更
なども進めている。また工事で近隣にご迷惑をかけていることもあり、早朝の清掃活
動も行い、地域住⺠との交流を図っている。 

③ COVID-19 への対応は、重点医療機関として、中等症、軽症者を中心に年度延べ 2,794
名(実患者数：351 名)の患者を受け入れた。またワクチン接種は、実施機関として年度
延べ 5,022 件の接種をおこなった。 

 
(2) 患者・教職員に関する取り組み 

職員満足度の向上、働き方改革への取り組み 
① 業務効率化および働きやすい職場環境の実現として、働き方改革委員会を設け、タス

クシフティングによる適正な業務分担の実現に向け、医師事務作業補助者の増員等に
より、医師、看護師の業務削減を図った。またエンゲージメント調査の結果を受け、
キッチンカーに加え、昼食の弁当販売も開始した。また「若手医師と院⻑/先輩の語る
会」を3回実施し、シャワー室の改修など要望事項の改善をおこなった。さらにキャリ
ア支援委員会を中心に女性の働く環境改善にも取り組んでいる。 

患者サービスの向上 
① 患者サービスの向上による患者満足度改善に向けた取り組みの実践は、診察待ち時間

の短縮を QI 指標の一つとして取り組み、外来予約枠の見直しを実施、また SMS を使
用した患者呼び出しシステムについては、仮設の外来棟で診療をおこなう診療科を中
心に利用された。診察待ち時間は、毎月教授会で各診療科に報告し、短縮することが
できた。外来棟の改修で経路が複雑なため、総合案内にコンシェルジュを常時配置し、
サービスの向上に努めた。 

 
(3) その他 

病院経営改善の継続を通じた病院収益の向上 
① 健全な経営基盤の強化 

病床運用およびベッドコントロール体制の強化を看護部中心におこなったが、病床
稼働率は 93.2%(目標 96%)、入院患者 345 名(目標 355 名)で目標達成できなかっ
た。事務部の介入が必須である。 

② 増収対策および医療経費削減対策の実践で目標値を掲げ取り組み、手術 3,652 件(目標
3,850 件)、救急車受け入れ 4,453 件(目標 4,100 件)、MRI 8,882 件(目標 6,500 件)で
あった。 
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③ 新規紹介患者は、13,076 件(目標 14,000 件)で昨年よりは増加したが目標には届かず、
近隣医療機関への顔の見える交流の継続が必要である。 

2022 年度診療報酬改定への対応 
① 厚生労働省の求める急性期医療の提供体制への取り組み 

急性期充実体制加算を算定し収入増につながっている。基準である全身麻酔手術件
数は 2,148 件(基準は 2,000 件)、腹腔鏡または胸腔鏡手術 762 件(基準は 400 件)、
心臓カテーテル手術件数 224 件(基準は 200 件)であり、すべてクリアしている。 

② 2024 年度の機能評価係数Ⅱアップへの取り組み 
機能評価係数Ⅱの内、「複雑性係数」が特に問題であり、短期入院で行われている診
療が課題であることは認識しているが、外来実施への偏移は物理的な問題もあり、
機能整備工事の完了まで困難である。「救急医療係数」は改善が見られ 2023 年度ポ
イントも上昇している。「効率性係数」は、効果が見られていないため、焦点を絞っ
て取り組みをおこなう必要がある。 

 
 
 3  藤田医科大学 七栗記念病院(第 3 教育病院) 

(1) 医療に関する取り組み 
先進的で質の高い安全な医療の提供と医療連携の展開 
① 緩和ケア・外科では、三重大学医学部付属病院とのオンラインカンファレンスを開始

し、シームレスな入退院の支援をできる仕組みを開始した。また、日本ホスピス緩和
ケア協会理事に就任し、藤田医科大学、外科・緩和医療学講座の認知度を向上させ
た。胸水・腹水再静注法をまとめて学会報告を行い、終末期がん患者の腸内細菌叢の
臨床研究を倫理委員会の承認を経て開始した。緩和医療における麻薬、支持薬物療
法、CART の標準化とリハビリテーションにおける ADL を考慮した処方支援、体組
成検査の標準化を進めた。 

② リハビリテーション科では、ロボットリハビリテーション、シーティングや栄養面、
ADL 動作、痙縮対応などでの研究を進め、「脳卒中患者の麻痺側上肢の鉛直運動ロ 
ボットの開発と臨床効果(基盤研究 C)」などの研究費も獲得した。ロボットの活用実
績は、上肢ロボット 929 件、歩行ロボット 717 件、バランスロボット 283 件であっ
た。急性期と連携を深め、新たな入院相談のシステムを確立した。 

③ 訪問事業部では、大門周辺の診療所・病院 5 カ所、久居地域の 3 カ所と連携し、カン
ファレンス等を開催した。また、グループホーム３カ所との医療連携も行った。 
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地域への貢献活動 
① まちかど保健室(232 名参加)、地域講演会(189 名参加)、出前講演会(269 名参加)など

の継続的活動により、地域への認知度向上に繋がった。 
② 将来の医療人育成のためのキャリア教育として、津市教育委員会と連携し、市内の小

中学生を対象とした授業を実施した。 
③ 急性期病院、近隣連携病院回りを 80 施設展開し、急性期病院、後方施設合わせて延べ

505 カ所への連携活動を実施した。また、訪問事業部関係、介護施設関係施設回りの
活動を 60 施設展開した。 

④ 急性期病院、近隣連携病院回りを 80 施設展開し、急性期病院、後方施設合わせて、延
べ 505 カ所への連携活動を実施した。訪問事業部関係、介護施設関係施設回りの活動
を 60 施設展開した。 

⑤ リハビリセミナー（３回）、緩和ケアセミナー（２回）、中勢緩和ケア研究会（２回）
の開催、急性期病院を対象とした病院見学ツアー（10 施設参加）の再開など、外部と
の積極的な交流が図れた。 

 
(2) 患者・教職員に関する取り組み 

職員満足度の向上 
スキル向上への取り組みと業務の効率化および働きやすい職場環境の実現 
① 職員満足度向上のために職場懇談会にて提案された問題点を抽出し、ハード面を中心

とした環境改善計画(食堂や売店等のリニューアル、ATM 設置、男子更衣室の改善等)
に取り組み、職員満足度は高まった。ソフト面として、勤務インターバルの確保を確
実にする取り組みを行い、ほぼ 100％近く確保できた。繁忙度に合わせ、看護部内で
の応援体制を確立した。 

② タスク・シフト/シェアリングとして、看護師から看護補助者(介護福祉士・診療補助）
への業務移行を実践し、看護師の超過勤務は減少した。専門・認定看護師による介入
が医師の負担軽減等につながった。資格を取得した検査技師による静脈注射、検査技
師による読影支援、オーダー代行入力、薬剤師外来による麻薬処方支援、管理栄養士
による緩和ケア食、嚥下食など患者の病態に応じた食事の提供を行った。 

③ 回復期リハビリテーション病棟看護師 2 名の合格、NST 専門療法士 1 名の育成につな
げた。介護福祉士のアセッサー育成 2 名も達成した。更に 2023 年度の特定行為研修
受講者が決定している。 

 
患者サービスの向上 
患者満足度調査結果からの改善 
① ご意見箱、口コミからの情報を得て、意見に基づいた改善を随時行い、患者満足度の

向上につなげた。食事や入浴の順番と時間を工夫、外来の診察時間変更の導入等を行
なった。 
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② 患者満足度調査から課題を抽出し、個室へのエアコン設置、オンライン面会・面談等、
感染対策に重きをおいた細かな調整を行ない、患者満足度の改善につなげた。 

 
学生教育の充実 
① 実習病院として、看護学生 35 名（３校)、薬学部学生 2 名（１校)、管理栄養士の学生

2 名（１校)、⻭科衛生士の学生 64 名（３校)の実習生を受入れ、就職希望者も増加し
ている。 

② 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士養成校の実習生は 125 名（４校)を受け入れ、就
職試験に結びつけた。 

③ 学生休憩室の確保、図書室の本の充実、整理整頓を行い、学生の満足度の向上を図る
ことができた。 

 
(3) その他 

経営基盤の安定と健全な経営基盤の強化 
① 年間平均入院患者数は 208.2 名（病棟稼働率 95.5％）、外来患者 143.1 名、病棟稼働率

一般病棟 82％、回復期リハビリ病棟 99％、緩和ケア病棟 100％であった。病棟稼働率
96％に向け対策を講じてきたが、コロナクラスターによる病棟稼働率の低下や内科医
師の減少を受け、目標に達しなかった。 

② デイケアセンターの利用者獲得に力を注ぎ、2022 年度は 1 億円を超える収入に達する
ことができた。 

③ 訪問事業部の最大利用者数は、訪問看護 131 名、訪問リハビリ 104 名、訪問介護 72
名、居宅介護支援 76 名であり、1 日利用者数は、前年比 12%向上した。ただし、職員
は増員計画に対し、各職種で欠員状態となり目標収入に達しなかったとともに、利用
者確保にも影響した。 

④ 2022 年度の食材費の高騰に対し、業者との交渉を行い、患者単価の増加率は経腸栄養
剤・濃厚流動食品を除くと 2.3％、含めると 5.6％に抑えることができた。 

⑤ 七栗校地・七栗記念病院の建物、付属設備、構築物の老朽化を踏まえた調査をおこ 
なった。 

 
 

 4  藤田医科大学 岡崎医療センター(第 4 教育病院) 
(1) 医療に関する取り組み 

① 質の高い安全な救急医療の提供 
救急車受入件数：7,555 件 (目標比 +555 件)(前年比+1,321 件) 
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市町村別では岡崎市 5,610 件(前年比+971 件)、幸田町 1,022 台(前年比+150 件)、
⻄尾市 587 台(前年比+97 件)となり、コロナ禍での⻄三河南部東医療圏の救急医
療に貢献した。次年度は心疾患、脳疾患等の更なる受入体制強化を図る。 

② がん治療・手術治療を軸にした質の高い安全な高度急性期医療の提供 
内視鏡手術支援ロボット「ダビンチ」と「hinotori」の 2 台体制。 

手術支援ロボット「ダビンチ」実施件数： 268 件/年(前年比+15 件) 
「hinotori」 実施件数：  16 件/年(前年比+14 件) 

   カテーテル手術実施件数：循環器内科 265 件/年(前年比+151 件) 
                         脳神経外科  92 件/年(前年比+ 25 件) 

③ 患者獲得に向けた近隣医療機関への訪問 
岡崎・幸田地域だけでなく⻄尾・安城・豊田・豊川・豊橋・新城・蒲郡等広域からの
患者獲得を目指し、「当院の強み」や「新たな動き」、「医療機関からの声を聞く」こ
とを目的に近隣医療機関への訪問を強化した。 

訪問件数   ：750 件/年(目標比+150 件) 
(うち医師同行：177 件/年(目標比△63 件)) 

④ 地域医療支援病院認定に向けた病院機能評価の受審 
地域医療支援病院認定について 

認定日：2022 年 10 月 19 日 
登録医制度の整備や有識者(岡崎市医師会、岡崎市⻭科医師会、岡崎市薬剤師会、
岡崎市保健所、幸田町健康福祉部、岡崎市立岡崎小学校等)を巻き込んだ地域医療
支援運営委員会(4 回/年)の実施、開放病床を整備し近隣医療機関と共同利用する
など、地域医療支援病院への施設認定に向け実績を積んだ。 

病院機能評価について(2022 年 3 月 16・17 日受審) 
認定日：2022 年 6 月 3 日 (認定期間 2022.6.3〜2027.6.2 の 5 年間) 

⑤ 医療・介護・福祉施設との連携による藤田岡崎モデルの構築 
岡崎市・幸田町および⻄尾・安城・豊田・豊川・豊橋・新城・蒲郡等広域を対象に医
療従事者向けの地域医療支援研修会(年間 12 回)を実施した。研修会にて当院を知っ
ていただくために、診療科および感染対策室、認定看護師の紹介を実施した。また、
ニュースレターを年 4 回発刊するなど、三河全域への広報展開による広域医療機関
からの患者獲得を目指した。 

 
(2) 患者・教職員に関する取り組み 

① 安心安全で優しさを兼ね備えた高度な医療の提供をする医療人の育成 
基幹型臨床研修病院に指定(指定日：2022 年 4 月 1 日) 

臨床のみならず、教育・研究にも積極的に取り組んでいける体制を構築できた。
2023 年度より基幹型臨床研修病院初期研修医を積極的に受け入れる方針である。 
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② 患者サービスの向上 
ご意見箱投書(週 1 回収)による患者目線からの課題の収集・改善に努め、外来・入
院患者による患者満足度調査(3 回/年)を実施した。 

入院患者 最終達成率が 93.6%(目標：95%) 
外来患者 最終達成率が 79.8%(目標：95%) 

 
(3) その他 

① 経営基盤の安定 
手術件数について 

整形外科等が大きく伸びたことから目標を上回った。 
手術件数 ：5,420 件/年(目標比 +420 件) 

患者数について 
入院患者数の増加は、看護部中心のベットコントロール体制の充実が大きな要因
である。また、積極的な COVID-19 患者の受け入れも要因の一つと考えられる。
引き続き、ベットコントロール体制の強化を継続する。 

平均入院患者数 ：391 人/日(目標比 +5 人) 
病床稼働率     ：97.8%  (目標比 +1.3%) 
平均外来患者数 ：540 人/日(目標比 △47 人) 

 
 
 5  地域包括ケア中核センター 

(1) 医療福祉に関する取り組み 
地域包括ケア実践・教育・推進と地域貢献事業の実施 
① 地域への貢献活動 

・ 厚生労働省老人保健事業「地域づくり人材育成加速化事業」によるアジャイル型
地域包括ケア政策共創プログラムにて自治体支援を新たに 11 自治体と 1 つの広
域連合(3 自治体)の計 14 自治体に対しておこなった。2 月の成果発表会において、
厚生労働省、総務省、内閣官房、各地方厚生局、県庁、自治体など、過去最高の
712 の団体・個人が参加し、当センターにおける自治体支援とその成果を共有し
た。 

・ 産官学連携における「地域づくり」の⺠間支援として、豊明団地まちかど保健室
を感染対策下にて開所し、のべ 253 日、健康講座 161 回、個別相談 416 件、来室
者約 3,804 名となり前年度を上回る結果となった。出張まちかど保健室(東郷町白
土地区、白鳥地区)で 24 回開催した。 
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・ 豊明団地学生居住において 40 名が、1,520 時間活動した。高齢者のスマートフォ
ン活用支援、買い物同行支援、団地新聞発おこなうウォークラリー等、学生主催
イベントとなり前年度を上回る活動時間となった。豊明市との防災学生ボラン 
ティア活動の報告が、愛知学⻑懇話会 SDGs プロジェクトにて最優秀賞を受賞し
た。 

・ JST(科学技術振興機構) COI-NEXT における豊明市他自治体や関連団体との協力
を実践し、キックオフ講演会や豊明市市⺠公開講座をおこなった。 

② 医療・介護連携の推進加速 
・ 豊明東郷医療介護サポートセンターかけはしの医療介護連携相談実績は 710 件で

あった。うち、大学病院を退院した際に、介護保険を初回申請しつつもサービス
を全く利用していない方は 661 件であり、退院後の生活変化をモニタリング実施
した。 

・ 豊明市「医療的ケア児」における官⺠連携として医療的ケア児の在宅訪問対応研
修を実施。多職種携研修は全 8 回、のべ 384 名の参加であった。 

・ 豊明市多職種ケアカンファレンスを 24 回実施、参加者のべ 1,400 人、視察対応
100 件以上となった。 

・ 豊明市重層的体制整備事業の一環として事例検討会を開始した。 
③ 訪問医療・介護実施の質の向上 

・ COVID-19 関連に対する本人家族への情報提供を綿密に行い、在宅療養支援と家
族支援体制を強化した。 

 
(2) 利用者・教職員・学生に関する取り組み 

① 利用者満足度・サービス向上に向けた取り組みの実践 
・ 訪問時間調整・生活サイクルや他支援(悪天候時や道路工事、交通状況変化等の情

報共有など)との最適化など情報共有を図った。 
・ 急変を未然に防ぐ状態変化の予測向上を行った。急変事前想定と家族への説明強

化を行い、訪問時以外の暮らしの安心を強化した。 
② 教職員満足度の向上 

・ ICT 利用の課題抽出と効率化へ向けた改善や多拠点合同オンライン研修を毎月お
こなった。業務を効率化し、働きやすい職場環境に向けた取り組みをおこなった。 

・ 訪問看護のリハビリテーションの質向上に対し、認定理学療法士研修を開催しの
べ 8 名に対し、オンラインハイブリッド開催にて 30 時間の講習をおこなった。 

③ 学生教育と地域教育の質の向上 
・ 在宅実習拠点として幸田訪問看護での実習受け入れの拡大をおこなった。 
・ ⻄尾市立の小学校と新しい地域貢献活動「命の授業」を実施した。 
・ 岡崎市立の中学校と新しい地域貢献活動「スポーツ障害と予防」を実施した。 

 



 

事業報告  
 
 

38 
 
 

(3) その他 
経営基盤の安定・新規事業の加速 
① 業務効率化・働きやすい職場環境に向けた取り組みの実現 

・ 訪問看護ステーションの年間延べ利用件数は、 
豊明 21,587 件、幸田 7,306 件、緑 4,315 件、日進 1,250 件(7 月開所)であり、
さらなる訪問看護スタッフの充足並びに質の高い支援が提供できるよう、研修内
容を充実させ、業務効率化を図った。 

・ 幸田岡崎サテライト(幸田町北部地域包括支援センター)の委託事業を実施した。
幸田町多職種カンファレンス(全 4 回)が開催され延べ 10 名が参加協力した。新た
に幸田町⼾別訪問にて 330 件の独居高齢者宅を訪問調査した。 
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学校法人の沿革 
 
 
1964(昭和 39)年 09 月 24 日 学校法人藤田学園設立 

同時に南愛知准看護学校設置認可、同年 10 月開校 
1965(昭和 40)年 04 月 01 日 南愛知准看護学校 4 月入学に変更 
1966(昭和 41)年 01 月 25 日 名古屋衛生技術短期大学 衛生技術科設置認可、同年 4 月開学 
1966(昭和 41)年 06 月 04 日 名古屋医学技術専門学校(夜間)厚生省が国家試験受験資格を認

め、衛生検査技師養成所として指定、同年 10 月開学 
1968(昭和 43)年 03 月 15 日 名古屋保健衛生大学 衛生学部衛生技術学科、衛生看護学科設置

認可、同年 5 月開学 
1968(昭和 43)年 03 月 21 日 南愛知高等看護学院設置(厚生省指定)、同年 4 月開校 
1971(昭和 46)年 10 月 01 日 藤田学園名古屋保健衛生大学ばんたね病院(第 2 教育病院) 

開設 
1971(昭和 46)年 11 月 22 日 名古屋保健衛生大学 医学部医学科設置認可、  

1972(昭和 47)年 4 月開学 
1972(昭和 47)年 04 月 01 日 名古屋保健衛生大学 総合医科学研究所開設 
1972(昭和 47)年 11 月 01 日 藤田学園名古屋保健衛生大学病院(第 1 教育病院)開設許可 
1973(昭和 48)年 05 年 29 日 藤田学園名古屋保健衛生大学病院(第 1 教育病院)開設 
1973(昭和 48)年 12 月 15 日 藤田学園生薬研究塾開所 施設全体を「七栗学綜」と命名 
1978(昭和 53)年 03 月 24 日 名古屋保健衛生大学大学院 医学研究科 形態系、機能系、  

保健衛生系、内科系、外科系各専攻課程設置認可、 
同年 5 月開学 

1979(昭和 54)年 04 月 05 日 名古屋保健衛生大学 救命救急センター開設 
1983(昭和 58)年 02 月 19 日 南愛知准看護学校(各種学校)と南愛知高等看護学院を統合し  

て藤田学園看護専門学校と改称、専修学校として設置認可 
1983(昭和 58)年 04 月 01 日 藤田学園看護専門学校 医療専門課程看護科、医療高等課程  

看護科開校 
1984(昭和 59)年 06 月 01 日 大学、短期大学の名称をそれぞれ藤田学園保健衛生大学、藤田

学園衛生技術短期大学に変更、名古屋医学技術専門学院の名称
を藤田学園医学技術専門学院に変更、藤田学園名古屋保健衛生
大学病院の名称を藤田学園保健衛生大学病院に変更、藤田学園
名古屋保健衛生大学ばんたね病院の名称を藤田学園保健衛生大
学ばんたね病院に変更 

1984(昭和 59)年 12 月 27 日 藤田学園衛生技術短期大学 専攻科衛生技術専攻設置認可、
1985(昭和 60)年 4 月開学 
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1986(昭和 61)年 01 月 30 日 総合コンピュータ プログラミング専門学校 工業専門課程 設
置認可、同年 4 月開校 

1986(昭和 61)年 12 月 20 日 藤田学園保健衛生大学ばんたね病院の名称を藤田学園保健衛生
大学坂文種報德會病院に変更 

1986(昭和 61)年 12 月 23 日 藤田学園保健衛生大学 衛生学部診療放射線技術学科 設置認
可、1987(昭和 62)年 4 月開学 

1987(昭和 62)年 03 月 18 日 藤田学園保健衛生大学大学院 医学研究科分子医学系専攻課程
設置認可、同年 4 月開学 

1987(昭和 62)年 04 月 01 日 藤田学園医学技術専門学院 4 年制度に変更 
1987(昭和 62)年 04 月 20 日 藤田学園保健衛生大学七栗サナトリウム開設、「七栗学綜」の

呼称を「七栗校地」に変更 
1991(平成 03)年 04 月 01 日 大学、短期大学、看護専門学校、専門学校の名称をそれぞれ藤

田保健衛生大学、藤田保健衛生大学短期大学、藤田保健衛生大
学看護専門学校、藤田コンピュータ専門学校に変更、藤田学園
保健衛生大学病院の名称を藤田保健衛生大学病院に変更、藤田
学園保健衛生大学坂文種報德會病院の名称を藤田保健衛生大学
坂文種報德會病院に変更、藤田学園保健衛生大学七栗サナトリ
ウムの名称を藤田保健衛生大学七栗サナトリウムに変更 

1992(平成 04)年 03 月 25 日 藤田保健衛生大学リハビリテーション専門学校 医療専門課程 
理学療法科 、作業療法科設置認可、同年 4 月開校 

1992(平成 04)年 12 月 21 日 藤田保健衛生大学短期大学 専攻科衛生技術専攻を廃止、 
臨床工学技術専攻を設置認可、1993(平成 5)年 4 月開学 

1995(平成 07)年 10 月 01 日 生薬研究塾は総合医科学研究所に編入され、藤田記念生薬研究
塾研究部門となる 

1995(平成 07)年 12 月 22 日 藤田保健衛生大学短期大学 医療情報技術科 設置認可、1996(平
成 8)年 4 月開学 

1996(平成 08)年 01 月 31 日 藤田コンピュータ専門学校 工業専門課程 学生募集停止 
1997(平成 09)年 04 月 24 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療高等課程 学生募集停止 
1997(平成 09)年 05 月 16 日 藤田コンピュータ専門学校 廃止 
1997(平成 09)年 10 月 29 日 藤田学園医学技術専門学院 学生募集停止 
1998(平成 10)年 04 月 01 日 藤田記念生薬研究塾研究部門は藤田保健衛生大学藤田記念生薬

研究所に改組 
1999(平成 11)年 06 月 30 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療高等課程 廃止 
1999(平成 11)年 12 月 09 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療専門課程 2 年課程 

学生募集停止 
1999(平成 11)年 12 月 14 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療専門課程 3 年課程開設、 

2000(平成 12)年 4 月開学 
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2000(平成 12)年 12 月 21 日 藤田保健衛生大学大学院 保健学研究科 保健学専攻(修士課程)
設置認可、2001(平成 13)年 4 月開学 

2001(平成 13)年 03 月 30 日 藤田学園医学技術専門学院 廃止、臨床検査技師養成所としての
指定取り消し 

2002(平成 14)年 04 月 01 日 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療専門課程 2 年課程 廃止 
2003(平成 15)年 04 月 10 日 藤田保健衛生大学 衛生学部リハビリテーション学科 理学療法

専攻・作業療法専攻設置届出、2004(平成 16)年 4 月開学 
2004(平成 16)年 04 月 01 日 藤田記念生薬研究所の名称を藤田記念七栗研究所に変更 
2004(平成 16)年 05 月 17 日 藤田保健衛生大学リハビリテーション専門学校 医療専門課程 

学生募集停止 
2005(平成 17)年 02 月 01 日 藤田保健衛生大学 中部国際空港診療所開設 
2007(平成 19)年 03 月 31 日 藤田保健衛生大学リハビリテーション専門学校 医療専門課程 

廃止 
2007(平成 19)年 04 月 24 日 藤田保健衛生大学 医療科学部 臨床工学科設置届出、  

2008(平成 20)年 4 月開学 
2007(平成 19)年 07 月 03 日 藤田保健衛生大学短期大学 衛生技術科、医療情報技術科  

学生募集停止 
2007(平成 19)年 12 月 03 日 藤田保健衛生大学 医療科学部 医療経営情報学科設置認可、

2008(平成 20)年 4 月開学 
2008(平成 20)年 04 月 01 日 藤田保健衛生大学 衛生学部の名称を医療科学部に変更し、 

衛生学部の衛生技術学科、衛生看護学科、診療放射線技術学科
の名称をそれぞれ医療科学部の臨床検査学科、看護学科、放射
線学科に変更 

2009(平成 21)年 04 月 20 日 藤田保健衛生大学短期大学 専攻科臨床工学技術専攻 学生募集
停止 

2010(平成 22)年 05 月 21 日 藤田保健衛生大学短期大学 廃止 
2013(平成 25)年 02 月 01 日 藤田保健衛生大学地域包括ケア中核センター(医療・福祉業)  

開設 
2014(平成 26)年 10 月 31 日 藤田保健衛生大学大学院 保健学研究科医療科学専攻(博士後期

課程)設置認可、2015(平成 27)年 4 月開学 
2016(平成 28)年 01 月 01 日 藤田保健衛生大学七栗サナトリウムの名称を藤田保健衛生大学

七栗記念病院に変更 
2017(平成 29)年 03 月 31 日 藤田保健衛生大学藤田記念七栗研究所閉所 
2017(平成 29)年 04 月 01 日 学内研究組織再編により藤田保健衛生大学藤田記念七栗研究所

を藤田保健衛生大学研究支援推進センターに統合 
2017(平成 29)年 12 月 27 日 藤田保健衛生大学大学院 医学研究科医学専攻(博士課程)設置

届出、2018(平成 30)年 4 月開学 
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2018(平成 30)年 04 月 18 日 藤田保健衛生大学 医療科学部看護学科、リハビリテーション学
科、臨床検査学科、臨床工学科、医療経営情報学科 
学生募集停止 

2018(平成 30)年 04 月 24 日 藤田保健衛生大学 保健衛生学部看護学科、リハビリテーション
学科設置届出、2019(平成 31)年 4 月開学 

2018(平成 30)年 10 月 10 日 大学、専門学校の名称をそれぞれ藤田医科大学、藤田医科大学
看護専門学校に変更、藤田保健衛生大学病院の名称を藤田医科
大学病院に変更、藤田保健衛生大学坂文種報德會病院を藤田医
科大学ばんたね病院に変更、藤田保健衛生大学七栗記念病院の
名称を藤田医科大学七栗記念病院に変更 

2019(平成 31)年 03 月 05 日 藤田医科大学看護専門学校 学生募集停止 
2019(平成 31)年 04 月 01 日 藤田医科大学研究支援推進センターの名称を藤田医科大学研究

支援推進本部に変更 
2019(令和元)年 11 月 19 日 藤田医科大学大学院 医学研究科医科学専攻(修士課程)  

設置認可、2020(令和 2)年 4 月開学 
2020(令和 02)年 04 月 01 日 藤田医科大学七栗記念病院訪問事業部開所 
2020(令和 02)年 04 月 07 日 藤田医科大学岡崎医療センター開設 
2020(令和 02)年 08 月 01 日 藤田医科大学地域包括ケア中核センター幸田岡崎サテライト  

開所 
2021(令和 03)年 04 月 01 日 藤田医科大学地域包括ケア中核センター名古屋緑サテライト  

開所  
藤田医科大学高度救命救急センター指定 

2022(令和 04)年 03 月 31 日 藤田医科大学 医療科学部 臨床検査学科、臨床工学科、医療経
営情報学科 廃止  
藤田医科大学看護専門学校閉校 

2022(令和 04)年 08 月 31 日 藤田医科大学大学院 医学研究科病院経営学・管理学専攻(専門
職学位課程)設置認可、2023(令和 5)年 4 月開学 

  
 



 

事業報告  
 
 

44 
 
 

学校法人の概要 
 

 1  設置する学校・学部・学科等の入学定員、学生数等の状況 
(2022 年 5 月 1 日現在) 

(単位：名) 

学校名 学部・学科名 
開設 

入
学 

志願 合格 
入
学 編 入

学 定
員 

編 入
学 
者数 

収容 
現員 

年度 
定
員 

者数 者数 
者
数 

定員 

藤田医科大
学 
大学院 

 医学研究科 博
士課程 

S53 52 36 36 35 ― ― 208 157 

 医学研究科 修
士課程 

R2 5 4 4 3   10 6 

 保健学研究科  
H27 8 19 15 14 ― ― 24 38  医療科学専攻 

 博士後期課程 
 保健学研究科  

H13 50 74 63 59 ― ― 100 117  保健学専攻 
 修士課程 
大 学 院 計 ― 115 133 118 111 ― ― 342 318 

藤田医科大
学 

 医学部 医学科 S47 120 3,108 421 120 ― ― 720 744 
 医療科学部 S43 230 2,136 811 239 ― ― 920 926 
  医療検査学科 H31 140 1,073 504 147 ― ― 560 553 
  放射線学科 S62 90 1,063 307 92 ― ― 360 373 
 保健衛生学部 H31 250 2,463 1,074 275 ― ― 1,000 1,037 
  看護学科 S43 135 1,621 653 137 ― ― 540 543 
  リハビリテー
ション学科 

H16 115 842 421 138 ― ― 460 494 

大 学 計 ― 600 7,707 2,306 634 ― ― 2,640 2,707 
合    計 ― 715 7,840 2,424 745 ― ― 2,982 3,025 
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 2  学位授与・資格試験(2023 年 3 月 31 日現在) 
 
<学位> 
学校名 学部・学科 教育課程 授与数(名) 

藤田医科大学大学院 

大学院医学研究科 博士 39 

大学院医学研究科 修士 3 

大学院保健学研究科 
医療科学専攻 

博士後期 10 

大学院保健学研究科 
保健学専攻 

修士 53 

 
<国家試験合格率> 

学校名 学部・学科 資格名称 合格者数(名) 合格率(%) 
 医学部 医学科 医師 114/118 96.6 
 医療科学部 

医療検査学科 
臨床検査技師養成プログ
ラム 

臨床検査技師 101/106 95.3 

 医療科学部 
医療検査学科 
臨床工学技士養成プログ
ラム 

臨床工学技士 24/24 100 

 医療科学部 
放射線学科 

診療放射線技師 86/91 94.5 

藤田医科大学 保健衛生学部 
看護学科 

看護師 128/128 100 

 保健衛生学部 
看護学科 

保健師 20/20 100 

 保健衛生学部 
リハビリテーション学科 
理学療法専攻 

理学療法士 67/67 100 

 保健衛生学部 
リハビリテーション学科 
作業療法専攻 

作業療法士 44/45 97.8 
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 3  組織図 
学校法人藤田学園 組織図(2023 年 3 月 31 日付) 
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藤田医科大学 組織図(2023 年 3 月 31 日付) 
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藤田医科大学病院 組織図(2023 年 3 月 31 日) 
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藤田医科大学ばんたね病院 組織図(2023 年 3 月 31 日付) 
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藤田医科大学七栗記念病院 組織図(2023 年 3 月 31 日付) 

     

病
 
院

 
長

副
 
院

 
長

戦
略

企
画

室

在 宅 介 護 支 援 セ ン タ ー

（ 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 ）

入 退 院 支 援 室

医 療 福 祉 相 談 室

安 全 管 理 室

事 務 部

総 務 課

経 理 課

医 事 課

訪  問 　 事 　 業 　 部

津 中 央 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

居 宅 介 護 「 な な く り 」

訪 問 介 護 「 な な く り 」

訪 問 看 護 「 な な く り 」

内 科

在 宅 課

入 院 課

食 養 課

臨 床 心 理 室

鍼 灸 室

放 射 線 課

臨 床 検 査 ・ 輸 血 課

薬 剤 課

歯 科

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科

外 科

診 療 各 科

地 域 連 携 室

デ イ ケ ア セ ン タ ー

看 護 部

手 術 ・ 中 央 材 料 部

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 部

医 療 技 術 部



 
 
 

51 
 
 

藤田医科大学岡崎医療センター 組織図(2023 年 3 月 31 日付) 
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臨 床 検 査 部

Ｍ Ｅ 管 理 室

調 理 師 室

栄 養 士 室

臨 床 研 修 セ ン タ ー

地 域 医 療 連 携 部

診 療 各 科

薬 剤 部

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 部

放 射 線 部

手 術 室

が ん セ ン タ ー

看 護 部

総 務 課

診 療 情 報 課

入 退 院 支 援 室

医 療 福 祉 相 談 室

医 療 連 携 室

感 染 対 策 室

安 全 管 理 室

食 養 部

病 理 部

手 術 ・ 中 央 材 料 部

救 急 診 療 ・ 集 中 治 療 部

中 央 診 療 部

事   務   部

Ｆ  Ｎ  Ｐ  室

化 学 療 法 室

歯 科

精 神 科

病 理 診 断 科

麻 酔 科

耳 鼻 い ん こ う 科

呼 吸 器 外 科

眼 科

腫 瘍 内 科

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科

皮 膚 科

乳 腺 外 科

小 児 科

人 事 課

医 事 課

救 急 科

外 科

放 射 線 科

内 科 （ 内 分 泌 ・ 代 謝 内 科 、 腎 臓

内 科 、 リ ウ マ チ ・ 膠 原 病 内 科 、

脳 神 経 内 科 、 総 合 診 療 科 ・ 救 急

総 合 内 科 ）

呼 吸 器 内 科

消 化 器 内 科

循 環 器 内 科

婦 人 科

泌 尿 器 科

整 形 外 科

脳 神 経 外 科

心 臓 血 管 外 科

中 央 材 料 室

内 視 鏡 室



 

事業報告  
 
 

52 
 
 

 4  役員の概要 
                     (2023 年 3 月 31 日現在) 

 
① 理事 定員数 11 人以上 15 人以内、任期 3 年：2021 年 10 月 2 日〜2024 年 10 月 1 日 

監事 定員数  2 人以上  4 人以内、任期 3 年：2020 年 10 月 2 日〜2023 年 10 月 1 日 

区   分 氏  名 
常勤・非常勤
の別 

摘   要 

理事⻑ 星⻑ 清隆 常 勤 
2009 年 2 月  理事就任 
2018 年 10 月  理事⻑就任 

専務理事 湯澤 由紀夫 常 勤 

2014 年 4 月   理事就任 
2021 年 7 月   専務理事就任 

(現：藤田医科大学⻑) 
※任期：2023 年 3 月 31 日まで 

常務理事 岩田 仲生 常 勤 
2015 年 6 月   理事就任 
2021 年 10 月  常務理事就任 

(現：藤田医科大学副学⻑・医学部⻑) 

理 事 小野 雄一郎 常 勤 
2008 年 4 月   理事就任 
(現：学校法人藤田学園学園⻑) 

理 事 白⽊ 良一 常 勤 
2021 年 10 月   理事就任 
(現：藤田医科大学病院⻑) 

理 事 堀口 明彦 常 勤 
2020 年 4 月   理事就任 

(現：藤田医科大学ばんたね病院⻑) 

理 事 金田 嘉清 常 勤 
2011 年 5 月   理事就任 

(現：藤田医科大学副学⻑・保健衛生学部⻑) 

理 事 眞野 惠子 常 勤 
2019 年 1 月   理事就任 

(現：藤田医科大学病院副院⻑・統括看護部⻑) 
※任期：2024 年 12 月 31 日まで 

理 事 齋藤 邦明 常 勤 
2020 年 10 月   理事就任 

(現：藤田医科大学医療科学部⻑) 

理 事 近松 均 非常勤 
2005 年 4 月   理事就任 

(現：(一社)藤田学園同窓会名誉会⻑) 

理 事 齋藤 英彦 非常勤 
2018 年 10 月   理事就任 

 ※任期：2024 年 10 月 9 日まで 
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理 事 渡辺 捷昭 非常勤 
2018 年 10 月   理事就任 

 ※任期：2024 年 10 月 9 日まで 

理 事 真田 弘美 非常勤 
2022 年 4 月    理事就任 
※任期：2025 年 3 月 31 日まで 

監 事 内藤 健晴 常 勤 2020 年 10 月   監事就任 

監 事 小出 宣昭 非常勤 2020 年 10 月   監事就任 

監 事 村上 文男 非常勤 
2022 年 4 月    監事就任 

 ※任期：2025 年 3 月 31 日まで 

監 事 稲垣 靖 非常勤 
2022 年 4 月    監事就任 
※任期：2025 年 3 月 31 日まで 

 
・当学園は、寄附行為第 32 条において、私立学校法(昭和 24 年法律第 270 号)第 44 条の 5 に基

づき、一般社団法人および一般財団法人に関する法律(平成 18 年法律第 48 号)第 114 条を準
用して、理事会の決議により役員の責任を一部免除することができるものとしております。 

・当学園は、寄附行為第 33 条において、私立学校法第 44 条の 5 に基づき、一般社団法人およ
び一般財団法人に関する法律(平成 18 年法律第 48 号)第 115 条を準用して、非業務執行理事
等の責任を、同法の規定に基づく最低責任限度額を限度とする旨の契約(以下「責任限定契約」
とします)を締結することができるものとしております。当該寄附行為の規定に基づき、理事 
近松均、齋藤英彦および真田弘美、監事 内藤健晴、小出宣昭、村上文男および稲垣靖の各氏
との間で、責任限定契約を締結しております。 

・当学園は、寄附行為第 34 条の 2 において、私立学校法第 44 条の 5 に基づき、一般社団法人
および一般財団法人に関する法律第 118 条の 2 を準用して、理事会の決議により理事および
監事の責任に対して、同法の規定に基づく費用等を補償する旨の契約を締結することができ
るものとしております。当該寄附行為の規定に基づき、すべての理事および監事との間で、補
償契約を締結しております。 

・当学園は、寄附行為第 34 条の 3 において、私立学校法第 44 条の 5 に基づき、一般社団法人
および一般財団法人に関する法律第 118 条の 3 を準用して、理事会の決議により理事および
監事の責任に対して、同法の規定に基づく損害を填補する旨の理事および監事を被保険者と
する役員賠償責任保険契約を締結することができるものとしております。当該寄附行為の規
定に基づき、当学園が三井住友海上火災保険株式会社との間で会社役員賠償責任保険契約を
締結しております。 

・上記、責任限定契約、補償契約および役員賠償責任保険契約は、いずれも理事会の決議を経て
契約しております。 
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② 年度内の退任理事・監事 
氏  名 摘   要 

野田 憲一 2022 年 6 月 常務理事退任 

 
③ 年度内の新任理事・監事 
氏  名 摘   要 

真田 弘美 2022 年 4 月  理事就任 

村上 文男 2022 年 4 月  監事就任 

稲垣 靖 2022 年 4 月  監事就任 

 
④ 評議員 定員数 23 人以上 33 人以内任期 4 年：2020 年 9 月 27 日〜2024 年 9 月 26 日 
氏  名 摘   要 

星⻑ 清隆 学校法人藤田学園理事⻑ 

市野 直浩 藤田医科大学医療科学部臨床教育連携ユニット⻑ 

松山 裕宇 (一社)藤田学園同窓会会⻑ 

濵子 二治 藤田医科大学特定教授  

眞野 惠子 藤田医科大学病院副院⻑・統括看護部⻑・理事 

三浦 研 学校法人藤田学園法人本部経理部⻑ 

三吉 友美子 藤田医科大学保健衛生学部看護学科⻑ 

成田 達哉 藤田医科大学病院事務部⻑ 

藤岡 晃 
学校法人藤田学園法人本部統括事務局⻑ 
※任期：2026 年 8 月 31 日まで 

久保田  信 藤田医科大学事務局⻑ 
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廣瀬 雄一 藤田医科大学副学⻑・副医学部⻑ 

吉川 哲史 
藤田医科大学病院副院⻑ 
※任期：2025 年 8 月 31 日まで 

佐谷 秀行 藤田医科大学研究推進本部がん医療研究センター⻑ 

岩田 仲生 藤田医科大学副学⻑・医学部⻑・常務理事 

白⽊ 良一 藤田医科大学病院⻑・理事 

今泉 和良 藤田医科大学病院副院⻑ 

⻑崎 弘 藤田医科大学図書館⻑・副医学部⻑ 

鈴⽊ 敦詞 藤田医科大学病院副院⻑ 

鈴⽊ 克侍 藤田医科大学岡崎医療センター病院⻑ 

園田 茂 藤田医科大学七栗記念病院⻑ 

金田 嘉清 藤田医科大学副学⻑・保健衛生学部⻑・理事 

貝淵 弘三 藤田医科大学研究推進本部医科学研究センター⻑ 

齋藤 邦明 藤田医科大学医療科学部⻑・理事 

堀口 明彦 藤田医科大学ばんたね病院⻑・理事 

吉野 賢治 
藤田医科大学病院局病院事業本部⻑ 
※任期：2025 年 8 月 31 日まで 

小野 雄一郎 学校法人藤田学園学園⻑・理事 

湯澤 由紀夫 藤田医科大学⻑・専務理事 

坂 直樹 (一財)坂文種報徳会会⻑ 
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藤田 俊子 (一財)新居浜精神衛生研究所理事⻑ 

近松 均 (一社)藤田学園同窓会名誉会⻑・藤田学園理事 

宇山 一朗 
藤田医科大学医学部教授 
※任期：2026 年 3 月 31 日まで 

髙橋 雅英 
藤田医科大学研究推進本部研究統括監理部特命教授 
※任期：2026 年 3 月 31 日まで 

 
⑤ 年度内の退任評議員 
氏  名 摘   要 

野田 憲一 2022 年 6 月退任 

 
⑥ 年度内の新任評議員 
氏  名 摘   要 

市野 直浩 2022 年 4 月就任 

三吉 友美子 2022 年 4 月就任 

佐谷 秀行 2022 年 4 月就任 

今泉 和良 2022 年 4 月就任 

⻑崎 弘 2022 年 4 月就任 

宇山 一朗 2022 年 4 月就任 

髙橋 雅英 2022 年 4 月就任 

藤岡 晃 2022 年 9 月就任 
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財務の概要 
 

 1  決算の概要 
① 貸借対照表関係 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 

ア）貸借対照表の状況と経年比較 （単位：百万円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
(H30年度) (R1年度) (R2年度) (R3.年度) (R4.年度)

固定資産 92,704 110,922 111,137 111,888 108,665
流動資産 22,677 23,586 35,649 47,776 62,833
資産の部合計 115,381 134,508 146,787 159,664 171,499
固定負債 16,704 19,973 21,656 20,844 20,621
流動負債 12,540 20,955 19,587 18,625 19,160
負債の部合計 29,244 40,928 41,244 39,469 39,781
基本金 176,464 182,765 192,099 201,812 206,932
繰越収支差額 △90,327 △89,185 △86,556 △81,618 △75,215
純資産の部合計 86,138 93,580 105,543 120,194 131,718
負債及び純資産の部合計 115,381 134,508 146,787 159,664 171,499

※記載金額は百万円未満を四捨五入して表示

イ）財務比率の経年比較 （単位：％）

算 式 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 評

評価    △ 高い値が望ましい   ▼ 低い値が望ましい   ～どちらとも言えない

△5.3
182.0
28.1

723.2
94.8
17.0

△11.3
112.6
30.4

418.0
93.3

△2.9
比 率

3 総負債比率
180.8
25.3

503.3
95.0
11.7

流動資産÷流動負債

総負債÷総資産

現金預金÷前受金

基本金÷基本金組入額

運用資産÷要積立金

10.5

2,653.9

1 運用資産余裕比率 △

△

△

▼

△

△

23.2

95.8

(運用資産-外部負債)÷総資産

5 基本金比率

・運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券　・外部負債＝総負債－（退職給与引当金＋前受金）・要積立額＝減価償却累計額+退職給与引当金+2号基本金+3号基本金

36.2

2 流動比率

6 積立率

4

327.9

11.8

前受金保有比率

3.6
256.5
24.7

1,324.6
95.5
27.4
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② 資金収支計算書関係  

 

 

 

 
 

ア）資金収支計算書の状況と経年比較 （単位：百万円）

収入の部 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
学生生徒等納付金収入 7,887 7,686 7,630 7,519 7,363
手数料収入 298 305 314 297 296
寄付金収入 797 1,187 1,096 885 786
補助金収入 4,099 7,029 12,580 9,458 7,063
資産売却収入 1,502 2,000 8 53 0
付随事業・収益事業収入 1,236 1,736 1,569 2,078 2,032
医療収入 66,725 70,854 80,217 93,578 97,811
受取利息配当金収入 18 16 7 16 25
雑収入 813 1,054 1,348 2,323 2,087
借入金等収入 0 800 100 0 800
前受金収入 1,937 2,152 2,209 2,060 1,523
その他の収入 13,464 15,467 15,528 20,361 20,956
資金収入調整勘定 △13,821 △14,898 △20,080 △20,706 △22,796
前年度繰越支払資金 8,169 9,747 8,994 16,207 27,688
収入の部合計 93,123 105,135 111,520 134,130 145,634

支出の部 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

人件費支出 31,628 33,069 36,955 41,900 42,062
教育研究経費支出 7,818 7,499 10,035 8,506 9,523
医療経費支出 26,606 29,037 32,970 37,627 39,819
管理経費支出 2,373 3,154 3,007 3,646 4,524
借入金等利息支出 41 38 34 33 32
借入金等返済支出 876 503 1,034 544 304
施設関係支出 9,876 21,352 2,262 6,638 3,885
設備関係支出 2,319 5,616 6,661 3,138 2,182
資産運用支出 3,855 4,737 2,487 2,483 2,395
その他の支出 10,799 14,672 24,142 24,839 23,419
資金支出調整勘定 △12,816 △23,536 △24,275 △22,912 △22,943
翌年度繰越支払資金 9,747 8,994 16,207 27,688 40,433
支出の部合計 93,123 105,135 111,520 134,130 145,634

※記載金額は百万円未満を四捨五入して表示

イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 （単位：百万円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
教育活動による資金収支

教育活動資金収入計 80,719 85,328 104,125 115,551 117,192
教育活動資金支出計 68,423 72,753 82,956 91,627 95,920
差引 12,296 12,575 21,169 23,925 21,272
調整勘定等 112 3,297 △1,425 △1,532 △1,797
教育活動資金収支差額 12,408 15,872 19,744 22,392 19,475

施設整備等活動による資金収支

施設整備等活動資金収入 1,132 4,515 566 636 239
施設整備等活動資金支出 12,195 26,968 8,923 9,776 6,067
差引 △11,063 △22,453 △8,357 △9,140 △5,828
調整勘定等 1,432 6,589 △2,941 △544 △923
施設整備等活動資金収支差 △9,630 △15,864 △11,298 △9,683 △6,751

2,778 8 8,446 12,709 12,724
その他の活動による資金収支

その他の活動資金収入 3,905 6,547 2,757 2,453 3,304
その他の活動資金支出 5,105 7,309 3,990 3,681 3,284
差引 △1,200 △762 △1,232 △1,228 20
調整勘定等 0 0 0 0 0
その他の活動資金収支差額 △1,200 △762 △1,232 △1,228 20

1,578 △754 7,214 11,481 12,745
前年度繰越支払資金 8,169 9,747 8,994 16,207 27,688
翌年度繰越支払資金 9,747 8,994 16,207 27,688 40,433

※記載金額は百万円未満を四捨五入して表示

科目

小計（教育活動+施設整備等活動)

支払資金の増減額（小計+その他）

ウ）財務比率の経年比較 （単位：％）

算 式 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 評

19.41
教育活動資金収支差額

比率
18.6 19.0 16.6 △

比 率

15.4
教育活動資金収支差額÷教育活動

資金収入計
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③ 事業活動収支計算書関係  

 

 

 
 
 
 

ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較 (単位：百万円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
事業活動収入の部

学生生徒等納付金 7,887 7,686 7,630 7,519 7,363
手数料 298 305 314 297 296
寄付金 755 775 1,110 900 809
経常費等補助金 3,032 2,961 12,044 8,901 6,824
付随事業収入 1,236 1,736 1,569 2,078 2,032
医療収入 66,725 70,854 80,217 93,578 97,811
雑収入 811 1,071 1,298 2,342 2,114

80,744 85,387 104,183 115,616 117,249
事業活動支出の部

人件費 31,750 33,466 37,275 42,237 42,448
教育研究経費 12,272 12,433 15,964 14,637 15,889
医療経費 28,262 30,699 35,616 40,062 42,265
管理経費 2,989 3,686 3,659 4,177 5,276
徴収不能額等 46 57 96 91 113

75,317 80,340 92,609 101,205 105,992
5,427 5,047 11,574 14,411 11,258

科目

教

育

活

動

収

支

教育活動収入計

教育活動支出計
教育活動収支差額

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
事業活動収入の部

受取利息・配当金 18 16 7 16 25
18 16 7 16 25

事業活動支出の部
借入金等利息 41 38 34 33 32

41 38 34 33 32
△24 △22 △27 △18 △6
5,404 5,025 11,547 14,393 11,251

事業活動収入の部
資産売却差額 0 0 8 2 0
その他の特別収入 1,422 4,575 667 709 342

1,422 4,575 675 711 342
事業活動支出の部

資産処分差額 197 2,152 247 401 62
その他の特別支出 2 6 11 52 8

199 2,158 258 453 70
1,223 2,417 417 258 272
6,626 7,442 11,964 14,651 11,524

△6,028 △6,300 △9,334 △9,713 △5,120
598 1,141 2,629 4,938 6,403

△90,925 △90,327 △89,185 △86,556 △81,618
△90,327 △89,185 △86,556 △81,618 △75,215

82,184 89,978 104,865 116,342 117,617
75,558 82,536 92,901 101,691 106,093

※記載金額は百万円未満を四捨五入して表示

事業活動収入計
事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額

前年度繰越収支差額
翌年度繰越収支差額

（参考）

特別収支差額

教育活動外収入計

経常収支差額

教育活動外支出計
教育活動外収支差額

特別支出計

特

別

収

支

特別収入計

教

育

活

動

外

収

支

科目

イ）財務比率の経年比較 （単位：％）

算 式 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 評

評価    △ 高い値が望ましい   ▼ 低い値が望ましい   ～どちらとも言えない

11.15.9

35.8

49.5

3.5

11.4

7.3

6.7

△

▼

△

～

39.3

50.2

3.7

経常収支差額÷経常収入

学生生徒等納付金収入÷経常収入

管理経費÷経常収入

基本金組入前当年度収支差額÷事

業活動収入

教育研究経費÷経常収入

△

▼39.2

6.3

50.5

4.3

8.3

9.66

1 人件費比率

経常収支差額比率

2

5 学生生徒等納付金比率

4 事業活動収支差額比率

3 管理経費比率

教育研究経費比率 49.6

9.0

4.5

9.88.1

9.8

比 率
人件費÷経常収入 36.2

3.6

12.6

6.5

12.4

36.5

47.3
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 2  その他 
 

① 有価証券の状況 

 
 
 

② 借入金の状況 

 
 
 

③ 学校債の状況 

 
 
 

④ 寄付金の状況 

 
 
 

⑤ 補助金の状況 

 
 
 
⑥ 収益事業の状況 

私立学校法上の収益事業は行っていない 
 

種類 貸借対照表計上額

時価のない有価証券 502,428,188円
債券 291,630,000円

利率 返済期限

0.5% 2025年9月

0.56% 2027年12月

0 2046年12月

借入先 期末残高

日本私立学校振興・共済事業団 675,000,000円

その他 216,698,328円
市中金融機関 800,000,000円

発行年度 利率( %) 

2012年度 010,000,000円 2022年6月

本年度末残高 償還期限

寄付金の種類 寄付金額

現物寄付金 120,230,799円

教育研究寄付金 72,205,000円

奨学寄付金 248,891,063円

寄附講座寄付金 191,000,000円

受配者指定寄付金 203,119,000円

その他の寄付金 70,542,346円

学術研究振興資金 4,300,000円
地方公共団体補助金 3,525,146,148円

補助金の種類 寄付金額

国庫補助金 3,533,406,026円
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⑦ 関連当事者等との取引の状況 

 
 
 

⑧ 学校法人間財務取引 
  なし 

 

 

 

 

 

 

 

役員の

兼任等

事業上

の関係

8,635千円 出資金 42,000千円

未払金 1,044千円

10,064千円 前受金 170千円

未収入金 505千円

1,958千円 出資金 150,454千円

前受金 178千円

0千円 未収入金 2,504千円

雑収入の受入 660千円 出資金 10,000千円

業務委託等の

支払
12,102千円 未払金 447千円

受取利息の受

入
75千円 出資金 90,000千円

貸付金 100,000千円

9,411千円 出資金 191,401千円

未払金 44千円

443千円 前受金 91千円

未収入金 18千円

役員の

兼任等

事業上

の関係

出向者給与等

の受入
27,546千円 未収入金 6,122千円

業務委託費の

支払い
3,663千円 未払金 230千円

家賃、手数料

の受入れ
2,648千円 前受金 121千円

保険料の支払

い
22,497千円

出向者給与受

入れ
4,535千円 長期未収入金 19,790千円

受取利息の受

入れ
84千円

出向者給与受

入れ
1,892千円 未収入金 457千円

家賃の受入れ 1,061千円 前受金 98千円

ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄ

ﾒﾝﾄ制度に

よる協定

関係法

人
株式会社ＯＶＵＳ 95百万円

ゲノム、遺伝子、染色

体に関する検査、解

析、遺伝子疾患に関連

する研究の受託等

直接

90.2％

兼任4

名
出向契約

関係法

人

有限会社藤田保険

サービス
3百万円

損害保険代理

事業、郵便切手

等の販売

間接

100％
なし

保険代

理業務

取引金額 勘定科目 期末残高

出向者人件費

等の受入

消耗品費等の

支払

イ）関連当事者

属性
役員、法人等の名

称
資本金

事業内容又は

職業

議決権

の所有

割合

関係内容

取引の内容

子会社
株式会社フジタメ

ディカルサポート
5百万円

外国人の医療渡航

に関する事業、外国

人を対象とした医療

施設の紹介及び斡

旋

直接

100％

-

兼任5

名
-

-

子会社 ユリカ株式会社 100百万円
健康食品、化粧品

等の製造販売

直接

100％

兼任5

名
-

子会社

株式会社フジタ・イ

ノベーション・キャ

ピタル
45百万円

ベンチャー企業への

コンサルティング、

子会社の経営管

理、ベンチャー事業

の設立支援

直接

100％

兼任7

名

取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

子会社
藤田総合サービス

株式会社
21百万円

不動産賃貸、飲食

料品、健康食品及

び日用品の販売等

直接

100％

兼任5

名

属性
役員、法人等の名

称
資本金

事業内容又は

職業

議決権

の所有

割合

関係内容

-

施設利用料等

の受入

業務委託等の

支払

施設利用料等

の受入

ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄ

ﾒﾝﾄ制度に

よる協定

関係法

人

ジェノニクス株式会

社
27百万円

医学分野の商

品及びｻｰﾋﾞｽの

企画販売、ｺﾝｻ

ﾙﾀﾝﾄ業務

間接

76％

兼任4

名

ア）出資会社

子会社 藤信興産株式会社 50百万円
ゴルフ場・ホテル

業・飲食業・衣料品

販売等

直接

100％

兼任4

名

関係法

人

株式会社D＆P

Labo.
3百万円

医薬品及び診

断薬の開発

間接

10％

兼任4

名
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 3  経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針対応方策 
 

① 経営状況の分析 
事業活動収支計算書（③-ア）は一般企業の損益計算書に類似した計算書となっている

が、当年度の法人全体の事業活動による損益を表す基本金組入前当年度収支差額は
11,524 百万円の差益となり、前年度より減少した。 

これは、各大学病院の患者数や単価の増加により医療収入は増加したが光熱水費の価
格高騰による経費の増加や補助金の減少などの影響による。 

また、教育活動による収支差額は 11,258 百万円となり、教育活動外収支は△6 百万円
となり、教育活動収支と教育活動外収支を加えた経常収支差額は 11,251 百万円の差益
となった。特殊な要因による臨時的な収支である特別収支は 272 百万円の差益となった。 

基本金組入前当年度収支差額に、学校法人がその諸活動の計画に基づき必要な資産を
継続的に保持するために維持すべき基本金 5,120 百万円を組み入れた後の当年度収支差
額は 6,403 百万円の差益となった。 

一般企業のキャッシュフローと類似した計算書である活動区分別資金収支計算書 
（②-イ）の状況は、教育活動による資金収支は医療収入の増加による資金収入の増加は
あったが、経費の増加もあり 19,475 百万円の資金増加となり、施設設備等活動による資
金収支は大学校舎整備等の施設設備支出により 6,751 百万円の資金減少となった。その
他の活動による資金増加 20 百万円を加えた結果、当期の資金は 12,745 百万円増加し、
翌年度繰越支払資金は 40,433 百万円となった。 

貸借対照表（①-ア）の状況は、純資産が 131,718 百万円となり、前年度より 11,524
百万円の増加となった。 

資産の部は 171,499 百万円となり、減価償却により固定資産は減少したが、現預金等
の流動資産の増加により、前年度と比較し 11,835 百万円の増加となった。 

負債の部は 39,781 百万円となり、前年度と比較して 312 百万円増加した。結果、総
負債比率は 23.2％となり、前年度より 1.5％改善した。 

 
② 経営上の成果と課題 

2022 年度は燃料価格の高騰による光熱費の増加、物価上昇によるマイナス要因が大き
かったが、All Fujita による経費の削減や収入増加の取り組みにより、予算を達成した。 

2023 年度は Fujita VISON 2030 達成のための方針に従い、各部門の中期目標達成の
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ため取り組み、2023 年度予算達成に向けての取り組みを行い、財政基盤の確立を進める。 
③ 今後の方針・対応方策 

2030 年に向けた Fujita VISION 2030 の柱として掲げた「社会貢献」の実現に向けて、
災害医療への取り組み、ドクターヘリの導入、災害時の電力確保、全学生・教員の防災
士の資格取得等のプロジェクトを推進する。 

病院部門では、第１教育病院にてセラノスティクスセンターを稼働させがん治療の環
境を強化するとともに、第 2 教育病院は新 A 棟の竣工による手術室の増設、血液浄化セ
ンターの新設を行う。また、10 月に予定している藤田医科大学東京 先端医療研究セン
ターの開業に向けた取り組みを行う。 

Fujita VISION 2030 実現のために All Fujita で収益力を強化し、財務基盤を確立、未
来社会が直面する様々な課題に対応する人材を育成するための制度改革を進める。 
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〈表紙のデザイン〉
一つ一つ違うものが組み合わさると全体として一つの幾何学模
様デザインになります。
今の時代に大切な「多様性」を表すモチーフとしてこのデザイ
ンを採用いたしました。
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